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１．人口問題への対応                  
■ 現況と課題     

◇本市の人口の推移をみると、バブル期の平成２年から平成７年にかけて急激に増加しました

が、その後は減少に転じ、平成 17 年には５万人を割り込み、平成 22 年では約 47,000 人とな

っています。本市の人口減少は、出生より死亡が上回り自然に人口が減少する傾向が拡大す

る状況に加えて、転入者より転出者の方が多い転出超過の状況が続いています。一方、本市

の人口構成の推移をみると、年少人口（０～14 歳）が約 11％、生産年齢人口（15～64 歳）

が約 62％、老年人口（65 歳以上）が約 26％となり、少子高齢化が進んでいます。 

◇現在の少子化の主要因は、晩婚化・非婚化に加え、“夫婦の出生力そのものの低下”が指摘さ

れています。本市の合計特殊出生率＊の推移は、全国・茨城県と同じような傾向をたどってお

り、現在の人口を維持するのに必要な「2.08」を大きく下回っている状況です。また、未婚

化・晩婚化の状況についても、35 年前に比べ、男女ともに平均初婚年齢が高くなっており、

晩婚化が進んでいる状況にあります。 

◇このように、本市の人口問題は非常に深刻な状況であることから、子育て環境の整備、転出

者を抑制する魅力あるまちづくり、定住促進につながるような就業の場の創出、市街地整備

の計画的な推進など、多様な施策を総合的に推進し、人口減少に歯止めをかける必要があり

ます。 

◇しかしながら、厳しい財政の中で人口問題対

策への予算配分を強化することは非常に困難

であることから、あらゆる分野の施策におい

て人口問題を念頭に置き、全庁をあげて取り

組みながら、早期に実現可能な施策を重点的

に実施していくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

前期基本計画の取り組みの成果と課題 

・前期基本計画策定後、庁内において「人口問題プロジェクトチーム」を発足し、転入転出アンケートの実施
や市の情報を発信するいなしきエール便の作成など、部局間の枠組みを超えて取り組んできました。これら
の取り組みを拡大し、新たな枠組みのもとで、庁内をあげて取り組んでいくことが必要になっています。 

・若年定住者の確保につながる出会いの場の創出については、市民組織との協働による結婚対策事業（出会い
の場の創出、結婚相談事業など）を実施するほか、結婚支援組織を立ち上げるなど推進体制が整ってきまし
た。今後も、これらの取り組みを継続させながら、更なる拡充が求められています。 

・医療費の助成の実施（中学３年生まで）をはじめ、子育て支援センター＊の設置やファミリーサポートセン
ターの開設による子育て支援策の充実、福祉有償運送や新規の公共交通路線による高齢者の移動手段の確
保、ハローワークと連携した若者の就業支援対策の実施、学校教育における職業体験や職業観の啓発など、
それぞれの所管課が連携し、様々な課題を解決するための新たな仕組みの創設や各種事業を展開してきまし
た。 

・今後は、さらに進行が予想される高齢化への対応や多様な子育て支援ニーズへの対応など、時代の変化に合
わせた施策の展開を図っていくことが必要です。 
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■ 取り組みの方針     

 

５年後に向けて取り組むこと（目標像） 

本市において最も重要な課題の一つである人口問題に対して、今後とも進行する人口減少や少子高齢化

を見据えながら、全庁体制による取り組みの一層の展開により、これらの課題に対応できるまちづくりを

着実に推進します。また、「いなしきシティプロモーション＊」など市のＰＲにより、関心人口、交流人口

の拡大を目指すとともに、住宅や就業環境、生活環境の充実など人口の定着に向けたまちづくりを推進し

ます。 

 

指標値 指標の考え方 現況値 
（平成22年度） 

将来値 
（平成28年度） 

人口問題プロジェクト

会議の年間開催回数 
部局間の事業調整・役割分担を明確にしながら、効率的か

つ効果的な事業実施を推進する検討会の開催回数を目標

とする。 
3 回／年 5 回／年 

社会増減率 

 

人口に対する社会増減数の割合である社会増減率の増加

を目標とする。（社会増減数:転入者から転出者数を差し引

いた人数のこと。) 
 △0.64％  △0.30% 

自然減少率 

 

人口に対する自然増減数の割合である自然増減率の増加

を目標とする。(自然増減数:出生数から死亡者数を差し引

いた人数のこと。) 
△0.65％ △0.40% 

カップリングパーティ＊

の参加組数 
カップリングパーティ＊の参加組数の増加を目標とする。 24 組 30 組 

稲敷市に住み続けたい

と思う市民の割合 

今後も稲敷市に住み続けたいと思う市民の割合を増やす

目標とする。 
49.2％ 70.0％ 

 

■ 後期基本計画の取り組みの方向性     

１．人口問題に対応できるまちづくりの推進 【10101】 

●―行政による人口問題への対応には限界があることから、市民、企業、行政の“協働”

による対策を推進し、それぞれの強みを活かした役割分担のもと、市が一体となって、

まちづくりに取り組みます。 

●―人口問題に関係する国や県などの制度等の調査・研究に努め、国・県と連携した対策

に取り組みます。 

●―人口問題に対して、若年定住者の確保、子育て支援、高齢者福祉、産業活動の活性化

など、人口問題を解決する諸施策を総合的に検討し、全庁体制での取り組みとして、

効率的な事業推進に努めます。  

 

２．関心人口・交流人口を拡大するまちづくりの推進 【10102】 

●―市民、事業者、団体、行政の各主体が共通認識を持ちながら一体となって「いなしきシ

ティプロモーション＊」を積極的に展開するオール稲敷連携体制を確立し、稲敷市の良

さを市外に宣伝し、市に対する興味や関心を持ってもらう仕掛けづくりを行います。 

●―圏央道の開通による好機を最大限に活かしながら、本市の持つ地理的優位性や自然環

境、居住環境など総合的な本市の魅力を宣伝し、成長が見込まれる活力ある企業の関

心を呼び込む仕掛けづくりを周辺市町村と連携しながら進めます。 

●―本市とのゆかりや深い繋がりのある自治体の主催事業への積極的な参加や新たな共催

事業による交流を深め、地域を構成する市民、企業、団体、行政などが連携し、それ

ぞれが「稲敷」を売り出すとの意識を持って魅力あるまちづくりを進めます。 
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３．人口の定着化に向けたまちづくりの推進 【10103】 

●―多様なニーズに対応した優良で安価な住宅・宅地の供給をはじめとして、買い物、子

育て、医療・福祉、雇用の場など、住民の暮らしにおける生活インフラの不足環境を

改善しながら、住んでみたいまちとしての魅力向上を図り、新たな転入者を受け入れ

る環境整備を進めます。 

●―市外への転出者に対しても本市とのつながりを大事にしながら、定年や転勤、就職を

節目に都市部からＵターン・Ｉターンを考える人々に対するＰＲを行い、市内への定

住化を促進します。 

●―地元企業への就職支援や就農支援、新たな起業への支援など、多様な生活スタイルに

あった就職情報の提供及び就職支援を行いながら、転入者が希望する雇用に関する多

様な取り組みを展開します。 

●―若者が市内で就職できる雇用環境の創出に努めるともに、官民が一体となって男女の

出会いの場を積極的に創出し、若年層の市内定着化を図ります。 
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２．健全な自治体経営の推進               
■ 現況と課題     

◇地方分権の進展により、国と地方の役割分担の明確化、機関委任事務制度の廃止、国の関与

のルール化等が図られてきました。このような状況の中、それぞれの地方自治体においては、

自主的に、個性的で魅力ある都市づくりを進め、自治体としての執行体制の強化、財政の健

全化に向けた取り組みを強化し、より自立性の高い都市を目指していくことが求められてい

ます。 

◇本市においても、行政改革大綱や行政改革実施計画の策定などを通じて、行政改革に全庁的

に取り組んでいますが、周辺市町村や同程度の人口規模の市町村などと比較して、補助金や

公共事業、職員定数など、効率化を図るべき部分が多く見受けられます。また、市税の徴収

率は上昇傾向にあるものの、依然として低迷しており施設維持管理費、扶助費をはじめとす

る義務的経費の増加など、緊急に取り組むべき課題を抱えています。今後においても、東日

本大震災による復旧・復興事業や、新庁舎建設や学校施設の統廃合に伴う小学校の新設など

の大規模事業の状況、また、地方交付税＊制度に伴う臨時財政対策債＊の動向によっては、地

方債の発行が増加し公債費＊の増加は避けられない状況です。 

◇今後、東日本大震災からの復興、また、激化する地域間競争の時代にあって、これらの課題

に的確に対応し、安定した財政基盤を確立するためには、本市の将来を見据えた戦略的な自

治体経営、職員一人一人の意識改革が最も重要となっています。 

◇今後は、行財政運営の指針となる総合計画の

適正な進行管理を行いながら、市民と行政の

パートナーシップ（協力関係）の構築と役割

の明確化を前提としつつ、自立した行政の実

現を視野に、行政経営力のより一層の向上を

めざしていくことが重要です。 

 

 

 

 

前期基本計画の取り組みの成果と課題 

・公債費＊の繰上償還にかかる「財政健全化計画」（平成 19 年～平成 23 年）の策定や、稲敷市補助金等適性化
委員会における交付基準の改定、投資的経費に関する事業の評価など財政の健全化に向けて様々な取り組み
を実施しました。しかし、東日本大震災による復旧復興経費、「新市建設計画」及び「稲敷市総合計画」に
掲げた大規模事業の着手などもある中で、地方交付税＊制度に伴う臨時財政対策債＊の動向によっては、地
方債の発行が増加することも予想され、非常に厳しい財政状況が続いています。「稲敷市総合計画」の進行
管理と連動しながら、政策的に歳出削減を行っていくことが、メリハリのある行財政運営を目指す上では必
要です。 

・定員管理については、「稲敷市行政改革実施計画」の定員管理目標に沿って定員管理を実施しているほか、
人事評価制度の導入、組織再編に向けた検討を行っているところです。臨機応変に対応できる組織体制や職
員の能力を高める人事評価など、行政組織の改善は全庁を上げて取り組まなければならない課題となってい
ます。 

・４課（税務課・納税課・保険課・高齢福祉課）合同で滞納整理、収納対策など各種取り組みを進めるほか、
企業誘致など自主財源の確保、不要財産の処分や多角的財源の確保にも努めています。自主財源の確保に向
けた取り組みは、収納対策だけでなく、財産処分や企業誘致など、更なる工夫を重ねながら取り組んでいく
必要があります。 
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■ 取り組みの方針     

 

５年後に向けて取り組むこと（目標像） 

総合計画の進行管理と一体になった、行政評価システム＊を検討・導入し、コスト管理に努めます。市

民目線での事務事業の見直し、人件費の削減など徹底した行財政改革を進め、効率的で弾力性のある財政

基盤の構築を目指します。また、東日本大震災による復旧復興への対応など、将来にわたる財政需要予測

のもと、計画的かつ健全な財政運営を行うため中長期的な「財政計画」を策定します。 

さらに、人事評価制度や職員定数の管理、柔軟で効率的な組織づくりなど、人事管理、職員管理の適正

化を図ります。併せて、公平かつ適正な賦課事務の充実、財源の的確な把握や収納対策の強化、市内の基

幹産業活性化や市有財産の有効活用を図るとともに、工業団地への企業誘致を積極的に行い新たな税収を

確保するなど、安定的で多角的な財源の確保に努めます。 

 

指標値 指標の考え方 現況値 
（平成22年度） 

将来値 
（平成28年度） 

中・長期的財政計画 

の策定 
中・長期的な視野に立った計画的な財政運営を展開し、健

全な自治体経営を推進するための計画策定を行い、これに

基づく取り組みの推進を目標とする。 
－  策定 

行政評価システム＊ 

の導入 
効率的で弾力性のある行財政運営を実現するため、行政評

価の導入を目標とする。 
－ 完全導入 

職員数の削減 
行政改革の一環として職員数の適正化を図る観点から、職

員数の削減を図る。 
 435 人 410人程度 

能力別昇給制度の導入 

 

給与水準の適正管理に努めるための能力別昇給制度の完

全導入を目標とする。 
一部導入  完全導入 

市税徴収率 

安定的な財源確保と税の公平性を確保するため、最終的に

は市税 100％徴収を目指し、平成 22 年度比３％アップを

目標とする。（市税現年度課税分の徴収率） 
96.1％ 

3.0％ 
アップ 

住基カードの取得率 
行政サービスの効率化と市民の利便性向上を図るため、住

基カードの利用促進に努め、その取得率向上を目標とする。 
 1.8％  5.0％ 

 

■ 後期基本計画の取り組みの方向性     

１．適正な行政サービスの提供と効率的な財政運営の推進 【10201】 

●―「新市建設計画」及び「稲敷市総合計画」に掲げたまちづくりを着実に進めるととも

に、東日本大震災からの復旧復興など、めまぐるしく変化する社会情勢に対応するた

めに、計画的かつ確実に財源を確保することを盛り込んだ「中長期財政計画」の策定

と毎年度見直しによるローリング＊によって計画的な財政運営を行っていきます。 

●―適正な行政サービスを提供しつつ、健全な自治体経営を推進していくため、市民と行

政の役割や責任の分担を明確にし、行政評価システム＊の導入による事業の「選択と

集中」を行います。  

●―行政評価システム＊の運用にあたっては、その事務事業の効率性、必要性、公益性な

どの判断を客観的に評価・分析し、結果や課題を市の広報紙やホームページで公表す

るなど、市民への説明責任を果たします。  

●―事業選択においては、市民アンケート等を実施するなど、単なる削減だけでなく、事

業の質の向上につながるようなシステム作りを目指し、コスト意識や費用対効果を十

分考慮した施策を展開するとともに、組織機構や事務事業の見直し、インセンティブ

予算制度＊の導入など積極的な行財政改革を進めます。  

●―財政構造の硬直化の要因となる公債費＊については、事業の厳選をしながら将来にわ

たっての増加を抑制します。 

●―市単独の補助金については、目的や効果、経費負担のあり方などを踏まえて見直しを
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行います。 

●―各種証明書などの自動交付機導入や各種行政サービスとの連携を検討するとともに、

高齢者などに対して身分証としての有効性を説明するなど、住基カードの利用・普及

に努めます。 

●―賦課徴収＊に関して e-Ｔax＊、eＬＴＡＸ＊など電算化を積極的に推進、啓発普及に努

めることで、納税者の利便性を向上させるとともに、賦課徴収＊に関わるコスト削減

に努めます。 

 

２．人事管理・職員管理の適正化 【10202】 

●―職員一人一人が能力を最大限に発揮できるよう、適正な人事評価制度を推進するとと

もに、職員研修を充実し、専門知識や政策形成能力の向上を図ります。  

●―時代に適応した効率的な行政運営を進めるため、自治体の規模や人口などを考慮した

適正な職員定数の管理に努めます。  

●―有事・災害の際や社会情勢の変化などによる市民ニーズに、柔軟かつ的確に対応でき

るよう、簡素で応答性の高い柔軟で効率的に動ける組織づくりを進めます。
 

 

３．自主財源や多角的財源の確保 【10203】 

●―税などの財源の的確な把握や収納対策の強化、公平かつ適正な賦課徴収＊事務の充実

により、自主財源の確保に努めます。  

●―納税相談において、自主納付を促すとともに、税負担の公平性を確保するため、法に

基づく厳正な滞納処分を実施します。 

●―公平な受益者負担の観点から、使用料や手数料について、市民ニーズや行政コストを

勘案しながら定期的な見直しを図ります。 

●―市有財産の将来の活用方法や保有の必要性などを検討する組織をつくり、市有財産を

有効活用していきます。特に、不要財産については、積極的に売却や貸し付けを推進

します。  
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３．公共施設の管理と適正配置              
■ 現況と課題     

◇公共施設については、合併後の一体的な視点で施設配置の状況をみると、一部では過剰な状

況が見受けられ、維持管理についても、多額の歳出が財政を圧迫している状況にあります。

行政運営の効率化を図りながら、行政サービスの向上を図るとともに、市民に安心・安全を

提供するためには、東日本大震災の被害の復旧・復興に一定の目処が立った時点で、事業を

再開する必要があります。今後は一刻も早く公共施設の適正配置を図るため、関係者との協

議や地域の方々との協働のもと検討を進めていく必要があるとともに、公共施設の管理・運

営については、指定管理者制度＊の導入などを積極的に推進していく必要があります。 

◇本市の庁舎については、現在、４ヵ所に分散して事務を行っていますが、現在の分庁舎方式

では、市民が行政手続きをする際に不便を生じており、また、庁舎の老朽化により維持管理

経費が高額になっている状況です。さらに耐震性に不安があることから、安全性の確保は重

要な課題です。そのため、庁舎については、東日本大震災による被害の復旧・復興などの状

況を見極めながら、新庁舎の建設を進めていく必要があります。 

◇市内の公共施設については、東日本大震災による大きな損壊はありませんでしたが、軽微な

損壊と施設内の設備や備品の損壊が発生し、また、施設の敷地内では、地盤沈下や地割れ、

液状化現象等の被害が発生しました。今後は、東日本大震災を教訓に、地盤沈下や液状化に

伴う立地上での安全性や耐震化など施設の安全性を再確認し、市民の安心・安全を最優先に

した施設運営が求められています。 

◇教育関係の施設については、幼保一元化＊による認定子ども園えどさきの開園や、新利根給食

センターの廃止等施設の適正配置を進めており、一定の成果は表れています。学校施設の再

編についても、「稲敷市学校再編整備実施計画」に基づき事業を推進しています。 

◇今後は、適正配置のプロジェクトチームや、100 人市民会議の提言をもとに、地域の意向を

踏まえ、関係者と協議をしながら、引き続き適正配置を進めていくことが求められています。 

 

 

前期基本計画の取り組みの成果と課題 

・プロジェクトチームや、100 人市民会議（市民）において、公共施設適性配置の方向性などについて検討し
ました。さらに、市内４ヵ所ある保健センターの職員の集約、「稲敷市学校再編整備実施計画」策定、新利
根学校給食センター廃止（江戸崎、東両センターへ事業振分）、水道事業の統合などを行ったほか、幼保一
元化＊施設として「認定こども園えどさき」の開園（保育所２ヵ所、幼稚園１園を統合）を実施しました。
これまで公共施設の適正配置については、適宜進めてまいりましたが、今後の社会情勢等を踏まえると、公
共サービスの維持を図りながらさらに推進する必要があります。 

・新規施設として、稲敷市障がい者センター「ハートピアいなしき」を建設するとともに、観光まちづくりの
シンボル的施設「えどさき笑遊館」の改築を実施しました。新規に建設した施設については、今後の利活用
について積極的に推進し、各種事業を展開していく必要があります。 

・江戸崎幼稚園の解体、耐震診断調査及び耐震補強工事を実施したほか、「ハートピアいなしき」において社
会福祉協議会に指定管理者として委託するなど、効率化に向けた取り組みも進めました。既存施設の効率化
については、民間委託等を含めてさらに推進する必要があります。 
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■ 取り組みの方針     

 

５年後に向けて取り組むこと（目標像） 

市民活動の状況や利用者のニーズを把握しながら、本市の人口や面積、財政規模に合った適正な公共施

設の配置を行い、行政サービスの向上と行政運営の効率化を図ります。 

公共施設の管理運営にあたっては、指定管理者制度＊の活用や民営化などによって効率的に行うとともに、利用

者が安心して施設を利用ができるよう耐震などの安全性を確保に努めます。 

 

指標値 指標の考え方 現況値 
（平成22年度） 

将来値 
（平成28年度） 

(仮称)公共施設再編 

計画の策定 

 

市が管理するすべての公共施設を対象とした適正配置・再

編方針の策定を行い、これらに基づく取り組みの推進を目

標とする。 
－ 策定 

指定管理者制度＊の導入数 
市が運営する公共施設において指定管理者制度＊の導入

を検討し、目標年次までに２ヵ所以上の導入を目標とする。 
1 ヵ所 2ヵ所以上 

 

■ 後期基本計画の取り組みの方向性     

１．公共施設の適正配置 【10301】 

●―防災まちづくりの観点から「地域防災計画＊」の策定と併せて、新庁舎建設や既存の

庁舎及び公共施設の活用方法について検討を重ね、「（仮称）公共施設再編計画」を策

定し、公共サービスの維持を図りながら、機能が重複する施設の整理・統合を推進し

ます。  

●―国の動向を注視しながら保育所、幼稚園の一元化・一体化を検討するとともに、稲敷

市学校及び幼稚園適正配置検討委員会の答申と「学校再編実施計画」に基づいた小・

中学校などの義務教育施設の再編と併せて、生涯学習施設の再編の検討も行います。
 

 

２．公共施設の効率的な管理運営 【10302】 

●―幼稚園、小・中学校については、耐震診断結果を踏まえ、学校の統廃合及び跡地利用

の方針などと連携しながら、耐震補強工事を実施します。  

●―体育館など公共施設の整備・改善・運営においては、適切なサービス主体や事業手法

を目指し、民間の資金を利用し、民間による施設整備や公共的なサービス提供を検討

します。 

●―多様化する市民ニーズに対応するため、直営公共施設について指定管理者制度＊の導

入検討を行い、可能な範囲で制度の活用を図ります。また、「（仮称）公共施設再編計

画」に基づき、統合対象となる施設については、市の財政負担軽減を図るため、民間

への移譲や貸与を検討します。 
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４．広域行政                      
■ 現況と課題     

◇広域交通網の発達や人々の価値観・ライフスタイルの多様化、経済のグローバル化などに伴

い、人々の生活圏は飛躍的に拡大し、行政への要望も多種多様になっています。自治体単独

だけでは対応しきれない行政サービス、あるいは周辺自治体との協力により効率化できる行

政サービスについて、広域的な対応を図り、効率的に運営を行っていくことは、自立的な自

治体運営を行っていく上でも、ますます重要になると考えられます。 

◇本市は現在、「稲敷地方広域市町村圏事務組合」、「江戸崎地方衛生土木組合」、「龍ケ崎地方衛

生組合」などに加入し、構成市町村と連携しながら、広域的な取り組みが必要なまちづくり

や行政サービスを実施しています。今後も、近隣の自治体との共同事務処理や広域連携事業

などの推進により事務・事業の効率化を図っていく必要があります。さらに、市民の生活圏

の拡大やニーズの多様化に対応した住民サービスの向上を図るため、新たな協定市町村の検

討と併せて、新たな公共施設の広域相互利用協定の調印に向け検討していく必要があります。 

◇市民の日常生活圏や経済圏は市域を越えて拡大し、行政区域を越えた広域的な都市間の連携

と交流がますます重要となってきています。そのため、圏央道周辺の立地特性を活かした産

業振興策や霞ヶ浦を活かした観光施策など、ポテンシャル＊（潜在的な能力・魅力）を共有す

る関係組織や自治体などとの連携・強化を進め、協力して戦略的な施策の展開を図っていく

必要があります。 

 

 
 

前期基本計画の取り組みの成果と課題 

・一部事務組合との連携については、消防署の統廃合や一部事務組合のあり方等に関する検討などを行いまし 
た。一部事務組合と連携している各種事業について、市での関与などについて十分検討を重ねながら、事業
の充実と連携に向けた促進を図るとともに、適正な行政サービスの展開を講じていく必要があります。 

・公共施設の広域相互利用協定は、合併により一時的に取り消されましたが、美浦村・阿見町・河内町とは再
調印を行いました。旧東町が協定を結んでいた千葉県香取市（旧佐原市）と神崎町については再調印には至
っていないため、今後、関係部署と施設利用や市民要望等について意見交換を実施し、相互利用を再検討す
る必要があります。 

・防災分野においては、県防災情報ネットワークシステムの導入（全県一斉に実施）を行うほか、県内全自治
体との防災協定の締結、民間企業との防災協定の締結を行いました。東日本大震災の教訓を踏まえ、県外自
治体との防災協定についても検討し、大規模災害に備えた体制の確立を図る必要があります。 

・利根川舟運地域づくり協議会や霞ヶ浦イキイキ化協議会において、霞ヶ浦を利活用した観光・交流に関する
事業を実施しました。茨城県圏央道沿線地域産業・交流活性化協議会での各種ＰＲ事業を実施し、圏央道沿
線自治体と連携した事業を実施しました。圏央道や霞ヶ浦などのポテンシャル＊を活かした観光交流・産業
振興策は、広域で取り組むだけでなく、積極的に自らの自治体でも魅力を磨いていく努力を継続的に行って
いくことが重要です。 
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■ 取り組みの方針     

 

５年後に向けて取り組むこと（目標像） 

消防・ごみ処理・し尿処理など、市単独よりも効率的・効果的に行政サービスが提供できるものについ

ては、引き続き、一部事務組合によるサービスの提供を行います。 

また、周辺市町村との相互の連携により市民サービスの向上に努めるとともに、広域的な危機管理の重

要性に鑑み、県外自治体との防災協定の締結を推進します。 

 

指標値 指標の考え方 現況値 
（平成22年度） 

将来値 
（平成28年度） 

公共施設の広域相互利

用協定締結市町村数 

周辺市町村と広域相互利用協定を締結し、相互利用できる

市町村の拡大を目標とする。 
3 市町村 7 市町村 

広域防災協定締結 

市町村数 

周辺市町村と広域防災協定を締結することにより、災害時

に相互に対応できる市町村の拡大を目標とする。 
44 市町村 50 市町村 

 

■ 後期基本計画の取り組みの方向性     

１．一部事務組合との連携 【10401】 

●―消防やごみ処理、し尿処理など、一部事務組合に引き続き加入し、事業の促進を図る

とともに、更なる連携を図ります。 

●―広域的な取り組みの必要性が低いものについては、状況に合わせて見直しを行います。 

 

 2．周辺市町村との相互協力 【10402】 

●―市民生活の中で密接な関わりを持つ周辺市町村との相互の連携により、市民サービス

の向上を促進します。そのため、市民の利用要望調査や担当部署の受け入れ体制等を

踏まえ、新たな広域相互利用協定の調印に向け検討します。 

●―広域的な危機管理体制の整備が重要であることから、災害時に相互に迅速な対応がで

きるよう、広域的防災システムとの連携を図りながら、県外の市町村とも防災協定締

結を推進します。  

●―圏央道や霞ヶ浦などのポテンシャル＊（潜在的な能力・魅力）を共有する関係組織や

自治体などと連携し、企業誘致活動の強化と観光交流活性化に努めます。 
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５．広報・広聴                     
■ 現況と課題     

◇社会経済情勢の変化や市民の価値観が多様化する中、近年では、市民の行政情報開示を求め

る意識も高まり、情報の伝達から共有、そして双方向のやり取りへと広報・広聴の役割が変

化してきています。本市では、これまで「広報稲敷」などの紙媒体のほか、ホームページ等

を活用して、市政や市民生活に関わる情報の提供を行ってきました。 

◇広報紙については、市民に対する説明責任や情報提供を行う上で最も重要な役割を担ってお

り、月１回の発行により、市政や市民生活に関わる情報の提供を行ってきました。今後も、

配布方法の工夫や広告等の掲載などにより広報業務にかかる事業費の節減に努めながら、市

民にとってわかりやすく、親しみのある内容を提供していくことが大切です。また、電子媒

体であるホームページについては、各課ごとに更新作業ができるシステムの導入など、即応

性のある、親しみやすいホームページの運営に努めてきました。利用者も年々増加し、広報

紙と併せて重要な役割を担っており、市からの情報の即時性がこれまで以上に強く求められ

ています。 

◇本市の広聴活動としては、広く市民からの意見を聞き、今後の市政運営の参考とするために、

住民提案制度として市長への手紙を行うほか、市長が直接地域と意見交換を行う「ふれあい

座談会」の開催などを実施しました。今後もこれらの事業を継続しながら、市民の意見を聞

く機会の拡充を図っていく必要があります。 

◇今後はより一層、市民の意見が行政運営に

反映される、開かれた市政を実現するため、

情報公開の推進により説明責任を果たすと

ともに、市政に対する興味・関心を喚起す

る広報活動の充実を図る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

前期基本計画の取り組みの成果と課題 

・広報紙については、各課と積極的に連携をとり、わかりやすい用語への置き換えや写真を多用した紙面デザ 
インの配慮など、親しみのもてる広報紙づくりに努めました。市民協働の観点でも有効な広報紙面への市民
記者のコーナーをはじめ、様々な工夫とアイデアで、市民の身近な広報紙とすることに心がけていく必要が
あります。また、広報紙の配布については、ポスティング＊の試験的実施を踏まえ、公共施設や商業施設へ
の配置など、費用対効果を踏まえた配布方法を検討する必要があります。 

・ホームページについては、ホームページデザイン等を一新させるとともに、「稲敷宝ブログ＊」の開設、市長
の部屋等のコーナーの新設など、興味を持ってもらえる工夫に努めました。今後は、ホームページが、常時
見やすく、親しみのもてるよう適宜修正、変更等を随時行う必要があります。また、各課でホームページの
更新がスムーズに行えるようシステムの運用に努めるとともに、各課で、積極的に事業紹介をするよう呼び
かけを行う必要があります。 

・広聴業務として、「市長の手紙」の充実に向け、市長への手紙の応募様式を、広報折り込みや市内の市関連
施設への常時設置するとともに、ホームページリニューアルの際に、市民からの意見要望を受けられるよう
に、専用メールフォームを作り、その運用を開始しました。また、市民がより参加しやすい形に変更した「稲
敷ふれあい座談会」を実施し、従来の懇談会ではなく、市長が直接地域と意見交換を行う機会を提供しまし
た。 
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■ 取り組みの方針     

 

５年後に向けて取り組むこと（目標像） 

行政情報を市民に的確に伝えるため、見やすくわかりやすい広報紙発行やホームページ作成を目指すと

ともに、広報紙の配布やホームページ更新の迅速化・適正化に努めます。また、広報業務にかかる事業費

の節減を図るため、企業広告の導入を推進します。 

広聴業務については、「住民提案制度」の拡充に努めるなど、より手軽に市民が意見を述べられる環境

づくりを推進します。 

 

指標値 指標の考え方 現況値 
（平成22年度） 

将来値 
（平成28年度） 

県広報コンクール入賞 
広報紙の内容充実を図るため、県広報コンクールに参加

し、特選に入賞することを目標とする。 
入選 特選 

ホームページアクセス数 
ホームページのトータルページ＊におけるアクセス数（月

平均）20％増を目標とする。 
 40,000 件  50,000 件

市長が直接市民と意見交

換を行う座談会開催数 

市長が直接市民と意見交換を行う座談会の開催数を増や

すことを目標とする。 
13 件  20 件 

行政情報提供への市民

の満足度 

広報紙、ホームページの充実により、広報活動に対する市

民の満足度の向上を目標とする。 
 78.8％ 90.0％ 

 

■ 後期基本計画の取り組みの方向性     

１．広報紙の充実 【10501】 

●―多様化する市民ニーズに対応しながら、市民に親しまれ、だれでもわかりやすい「広

報稲敷」の紙面づくりに努めます。 

●―広報紙に企業広告の掲載を積極的に行い、広報業務の経費節減を図ります。 

●―公民館などの公共施設を始めコンビニエンスストアやショッピングセンターなどの商

業施設への配置など、区長配布では広報紙が受け取れない、地区の自治会に加入して

いない世帯等への行政情報の周知方法の拡充を図ります。 

 

２．ホームページの充実 【10502】 

●―多くの市民が、いつでも市の行政情報を得ることができるよう、モバイルサイトなど様々

な機能を付加しながら、タイムリーで的確な情報を提供するホームページの充実を図りま

す。 

●―市外に向けた市のＰＲのページ増設を図りながら、だれもが見やすいホームページの

デザインの工夫に努めます。 

●―ブログ＊、ＳＮＳ＊など利用者参加型のコミュニティサービスなど、技術革新や実用化の進

展動向を踏まえ、ホームページの拡張を図りながら、市民とのコミュニケーション媒体とし

て充実させていきます。 
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３．広聴業務の拡充 【10503】 

●―市民提案制度である「市長への手紙」を引き続き実施し、広聴業務の拡充に努めます。 

●―インターネットを利用した投稿システムの構築などにより、市民が気軽に意見を述べる機

会の拡充を図ります。 

●―市長が直接市民と意見交換を行う市民懇談会や座談会については、継続して実施しな

がら、さらに充実した意見交換の場となるよう、内容の拡充を図ります。 
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１．市民協働の推進                  
■ 現況と課題     

◇平成 12 年に施行された「地方分権一括法」によって、中央集権のシステム（中央主導の画一

的行政システム）から、身近な行政単位による地方分権のシステム（住民主導による総合的

かつ個性的な行政システム）への変換が進められてきました。これにより、事務・権限が拡

充され、地方自治体の裁量が拡大する反面、求められる責任も重くなってきています。 

◇また、地方分権における地方自治は、住民の意思を尊重して民主的に行われることが重要で

あるだけでなく、住民参画や住民自治の積極的な推進が不可欠となっています。加えて、市

民のまちづくりに対する意識が高まりを見せる中、市民が行政サービスの受け手としてだけ

ではなく、まちづくりの担い手として地域の課題に対して自ら行動することが求められてい

ます。 

◇このような状況の中で、本市は、地方自治の本旨である住民自治の確立を目指し、政策・計

画・設計段階での積極的な市民参画を進めてきました。 

◇近年、市民の市政への関心は高まりを見せており、「協働」の考え方は、さらに重要なものと

なっています。「協働」の考え方をさらに拡大させ、市民と行政だけではなく企業や各種団体、

ＮＰＯ＊等との新たな協働の仕組みづくりや、だれもが多様な手段で容易に提案でき、意見や

情報の交換ができる仕組みづくりなどが求められています。今後は、更なる住民自治の確立

を目指し、引き続き政策段階での積極的な市民参画を図りつつ、市民と行政の役割分担の見

直し等を視野に入れながら、市民との協働により、安定的な自治体運営を推進していく必要

があります。 

 

 

 

前期基本計画の取り組みの成果と課題 

・「稲敷市総合計画」をはじめとした各種計画づくりや、和田公園やリバーサイド公園などの各種ハード事業
における設計の段階でも、住民の意見を広く取り入れ、事業を推進しました。パブリックコメント＊制度に
ついても、「稲敷市総合計画」や「稲敷市都市計画マスタープラン」などでも広く実施し、市民の意見を取
り入れて実施しました。 

・平成 19 年度から市民懇談会を開催しました。平成 22 年度からは、「稲敷ふれあい座談会」とし、市民から
広く積極的な意見を求められるよう、より市民が参加しやすい環境づくりに努めました。 

・市民参画手法の一つであるワークショップ＊などについては、ファシリテーター＊の育成など、市民の方々
の意見を採り入れる手法の工夫や人材の育成が課題となっています。さらに、他市町村での事例等を研究し
ながら、計画づくりや施設設計、制度設計などにおける多様な住民参加手法を検討していく必要があります。 

・まちづくり交付金を契機とし、空洞化が著しい江戸崎まちなか地区に歯止めをかけるまちづくり事業（笑遊
館・蔵の改修など）を市民協働により実施しました。 

・住民自治を促進するための制度（まちづくり基本条例、住民自治条例）については、調査研究が十分に進ま
ず、その実現が課題となっています。 
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■ 取り組みの方針     

 

５年後に向けて取り組むこと（目標像） 

市民と行政による協働・連携によるまちづくりを目指し、市民懇談会をはじめ、パブリックコメント＊

などにより、広く市民から意見を取り入れるとともに、まちづくりへの参画を促進し、市民参画による行

政運営システムの確立を図ります。 

また、住民自治の進展を目指し、「まちづくり条例＊」などについての調査・研究を進めます。 

 

指標値 指標の考え方 現況値 
（平成22年度） 

将来値 
（平成28年度） 

住民自治推進方策の検討 
住民自治の推進方策に関する調査・研究の実施を目標とす

る。 
－ 検討 

市民参加への市民の満

足度 

市民協働の拡大と住民自治の確立を図るため、市民参加に

対する満足度の向上を目標とする。 
50.2％ 60.0％ 

 

■ 後期基本計画の取り組みの方向性     

１．市民提案型システムの構築 【20101】 

●―市民・企業・行政がそれぞれの役割分担の下で、協働・連携を図りながらまちづくり

を進めることができるよう、市民意識の啓発・醸成に努めます。 

●―市民から広く意見を求める機会として座談会などを充実させ、市民と行政とのコミュ

ニケーションの円滑化を図ります。 

●―各種計画策定に伴う審議会などへの市民公募委員の参画やパブリックコメント＊など、

政策形成過程への積極的な市民参画を促進します。 

●―市民と行政の協働によるまちづくりを推進するため、市民の意見や提案を聴取する場

を設けるとともに、市民が自らのまちづくりを考えるシステム（仕組み）づくりを進

めます。 

 

２．住民自治の推進方策の検討 【20102】 

●―地方自治の本旨である住民自治を推進していくため、「まちづくり条例＊」や「自治基

本条例＊」などについての調査・研究に取り組み、その効果などを踏まえて、条例制

定を検討します。  

●―ボランティア・ＮＰＯ＊活動や地域コミュニティ活動について、また、これらの活動

における市民と行政との役割分担や各地域の特性を活かした協働のあり方、新たな地

域コミュニティなどについて、総合的に調査・研究を進めます。  
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２．市民活動の推進                   
■ 現況と課題     

◇市民・企業・行政の協働によるまちづくりを進める取り組みが全国各地で始まっています。 

◇都市化や少子高齢化の進展などにより、地域のコミュニティが希薄化してきましたが、先の

東日本大震災を契機として、地域コミュニティの重要性が再認識されてきています。 

◇今後は、旧来の地域コミュニティの健全な発展を大切にしながらコミュニティの再構築及び

充実を図り、連携と助け合いの新たな仕組みづくりや、世代・地域を越えた交流と協働によ

る活動などを全市的に広げていくことが求められています。 

◇一方、ボランティア活動に対する認識は、従来の「奉仕活動」から、社会の一員として活動

に参加することで「自己実現を図る手段」へと転換しています。また、新たな社会的な課題

の解決のために、社会貢献活動を展開し、個別化・多様化する市民ニーズに取り組むＮＰＯ＊

法人（特定非営利活動促進法に基づく特定非営利活動法人）の役割が重要となっています。 

◇本市においては、主に福祉分野でのボランティア活動を行う団体が加盟するボランティア連

絡協議会が平成 17 年５月に設立され、42 団体（750 人）が登録されたほか、平成 23 年５月

にはボランティアセンターを設立し、ボランティアと市民のマッチング事業にも努めていま

す。 

◇今後は、これらの組織を活用しながら、福祉の分野だけでなく、環境や教育などをはじめ、

様々な分野のボランティア団体のネットワーク化を図っていくことが重要です。また、行政

とボランティア団体との関係は、従来の「支援」から「協働」へと移行しつつあることから、

今後は適切な役割分担の下に、相互に連携しながら、多種多様な市民ニーズに対応していく

ことが期待されています。 

 

 

 

前期基本計画の取り組みの成果と課題 

・福祉関係の市民活動については、ボランティアセンターの設置や稲敷市ボランティア連絡協議会の運営など 
を社会福祉協議会で行っています。また、生涯学習関係の市民活動については、ボランティアやリーダーバ
ンクなどへの登録制度の確立及び情報発信などを行っています。さらに、全市民を対象とした清掃作業「環
境美化の日」「霞ヶ浦清掃大作戦」を市内一斉に実施しています。 

・ボランティアについては、福祉部門のセクションにおいて、主なボランティア推進体制を整備していますが、 
ボランティアはあらゆる分野にまたがるため、他の分野も含めた総合的なボランティア推進体制が求められ
ており、本市で活動しているボランティア、ＮＰＯ＊等活動団体を把握するとともに、市全体として体制の
一本化やそれらを統括する庁内の部署の構築（部署の明確化）が必要となっています。 

・地域を対象としたコミュニティ活動については、「集落集会施設整備事業」として、行政区の地域コミュニ
ティ活動拠点に対する助成事業を実施した他、財団法人自治総合センターが実施している、コミュニティ助
成事業に対する広報などを行いながら、地域の交流活性化に努めています。 

 



第２章 市民が主体的に参画できるシステムをつくろう 

 

45

 
■ 取り組みの方針     

 

５年後に向けて取り組むこと（目標像） 

東日本大震災を契機にコミュニティの重要性が再認識されつつあることから、社会情勢の変化に伴い希

薄となったコミュニティについては、既存の行政区組織を中心とした再構築及び充実を図り、すべての市

民が自主的かつ自立的に運営できるコミュニティ活動を目指した支援に努めます。 

また、市民活動については、本市のボランティア・ＮＰＯ＊活動の指針となる基本方針を定め、ボラン

ティアネットワークの整備、活動団体の育成・強化に努めるとともに、ボランティア・ＮＰＯ＊活動の支

援と活動拠点の整備、ボランティア意識の普及・啓発に努めます。 

 

指標値 指標の考え方 現況値 
（平成22年度） 

将来値 
（平成28年度） 

地域における交流・コミ

ュニティ活動における

市民の満足度 

 

コミュニティ活動の活性化を図るため、市民の交流・コミ

ュニティ活動に対する満足度の向上を目標とする。 
56.5％  65.0％ 

地域担当制の導入 

 

普段の業務とは別に、地域の担当として地域住民と密接に

関わる地域担当制の導入を目指す。 
― 導入 

事業提案制度の導入 

 

地域の課題を市民の視点や発想から解決し、市民生活の向

上を図る事業提案制度の導入を目指す。 
― 導入 

コミュニティ活動の支援を

集約できるセンターの

設置 

 

コミュニティ活動の支援を集約できるセンターの設置を

目標とする。 
― 設置 

稲敷市ボランティアセ

ンターの登録者数 

 

稲敷市ボランティアセンターに登録者数の拡大を目標と

する。 
809 名 1,000 名 

環境美化の日・霞ヶ浦清

掃大作戦への参加人数 

全市的な市民活動に位置づけ、市内全世帯からの参加を目

標とする。 
20,000 人 30,000 人 

 

■ 後期基本計画の取り組みの方向性     

１．コミュニティ活動の支援 【20201】 

●―既存の行政区組織を中心に、日常的に行政区同士・行政区と行政とが双方向で情報交

換・共有化を図り、有事・災害の際にも地域住民の信頼と連携、相互協力のもと自主

的・自立的なコミュニケーションが展開されるよう努めます。 

●―地域における自主的なコミュニティ活動を促進するため、既存の公共施設を活用した

コミュニティ活動の場の提供や機能の充実を図るとともに、コミュニティ活動に関す

る情報の提供や相談などの支援を行い、有事・災害の際にも機能しうる地域コミュニ

ティの再生を目指します。  

●―地域のまちづくりや市民協働に関する専門的なセクションを設立させ、地域担当制や

事業提案制度などを導入し、調整機能の強化・推進体制の充実を図ります。 
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２．稲敷ボランティアネットワークの整備 【20202】 

●―本市のボランティア・ＮＰＯ＊活動に関する基本的な指針となる「（仮称）稲敷市ボラ

ンティア・ＮＰＯ＊等活動推進基本計画」を策定し、まちづくりにおけるボランティ

ア・ＮＰＯ＊の位置づけや役割分担などを明確にします。 

●―協働によるまちづくりを積極的に推進するため、市民・企業・行政の３つの立場に加

え、ＮＰＯ＊を含めた各種団体の連携・協働関係の確立に努めるとともに、既存のボ

ランティア連絡協議会をはじめ、様々な分野のボランティア団体を加えた「（仮称）稲

敷市ボランティアネットワーク協議会」に再編し、ボランティア団体相互のネットワ

ーク化を図ります。 

●―広域的なネットワークを促進するため、大好きいばらき県民会議などに参画し、情報

交換や交流の促進を図るとともに、市民がボランティア活動を行う上で必要となる行

政情報やまちづくりに関する情報の提供に努めます。 

 

３．ボランティア・ＮＰＯ＊団体のリーダー育成 【20203】 

●―地域住民における主体的・自主的な地域づくりの取り組みを担う人材の育成に努め、

『いなしきリーダーバンク』『ボランティアセンター』などへの登録を推進します。 

●―ボランティア・ＮＰＯ＊活動を活性化させるため、組織の核となるボランティアリー

ダーやコーディネーターの育成を図り、円滑な運営を支援します。 

●―市内で活動するボランティア団体が、より安定的な基盤の下に活動を推進できるよう、

ＮＰＯ＊法人認定取得に対する支援に努めます。 

 

４．ボランティア・ＮＰＯ＊活動の支援と拠点整備 【20204】 

●―登録ボランティア情報とボランティア活動の依頼情報を集約した「稲敷市ボランティ

アセンター」を中心に、ボランティア・ＮＰＯ＊活動への参加者が活動しやすい拠点

の充実を図ります。  

●―「環境美化の日」や「霞ヶ浦清掃大作戦」などへの支援により、市民だれもが気軽に

参加できるボランティア活動の拡大を図ります。また、地域における自主的な清掃活

動の支援を行います。  

●―地域活性化の新たな主体としてボランティア・ＮＰＯ＊団体など位置づけ、庁内の各

部署が連携して啓発・研修事業を各世代に対して行いながら、だれもが気軽に活動に

参加できるよう、地域社会へ関わる機会の創出を図ります。 

 

 

５．ボランティア意識の普及・啓発 【20205】 

●―ボランティア活動への参加意識を醸成するため、各種講座の開催やワークショップ＊、

体験学習を通じた、ボランティア・ＮＰＯ＊活動の情報や機会の提供に努めます。 

●―広報稲敷の「社協のひろば」や社会福祉協議会ホームページなどを活用して、ボラン

ティア・ＮＰＯ＊活動に関する情報の集約及び提供を行います。 

●―学校教育においては、総合的な学習の時間や教科教育と適切に組み合わせながら、体

験活動を通じた教育プログラムを充実させるとともに、児童生徒のボランティア活動

に対する理解を深め、意識啓発に努めます。 
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３．情報公開・個人情報の保護              
■ 現況と課題     

◇地域の自主性や自立性を高める改革が本格的な広がりを見せる中、市民の理解と協力のもと、

透明性と公平性を確保した、開かれた行政運営により、市民と行政がお互いに信頼しあう関

係を高めていくことが求められています。そのため、個人情報の保護や行政文書の適正な管

理に努めながら、適正な「情報公開制度」の運用により説明責任を果たしていくことが必要

です。 

◇個人情報保護において、市民の大切な個人情報を守るとともに、情報の取り扱いを公平に行

うためには、日常業務の中での情報管理を厳格に行うことが重要です。平成 17 年に制定した

個人情報保護条例にのっとり、適正な情報管理に努める必要があります。また、職員一人一

人の意識の向上と各部署での個人情報に対する管理・責任体制を明確にする必要があります。 

◇税情報については、基本的には「地方税法」などの上位法令や市の条例により、税情報の公

開・保護に対し、的確に対応・処理しています。 

◇戸籍や住民基本台帳の情報は、個人情報保護の観点から適切な運用を図っているところです。 

◇平成 20 年５月に住民基本台帳法が一部改正され、各種証明書の交付時における本人確認、交

付される場合が限定されるようになったことを受けて、個人情報の不当な閲覧の防止に努め

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前期基本計画の取り組みの成果と課題 

・情報公開制度の周知と、市民が利用しやすい情報公開制度の運用については、ホームページ及び広報紙への 
掲載等による周知、いばらき電子申請・届出サービスを活用しインターネットによる情報公開請求を実施し
ました。 

・個人情報の保護への取り組み強化については、茨城県主催による「個人情報保護に関する研修会」への参加
などを通じて、情報保護に関する取り組みの充実を図りました。 

・個人情報保護のためのセキュリティ強化については、すべてのネットワークにおけるパソコンのパスワード 
によるセキュリティ強化、記録メディア利用時の申請方式による使用の制限、情報技術・セキュリティ推進
員会議での職員への意識改革及び講習、委託業者への管理強化などに取り組みました。 

・住民情報の適正管理を図るため、毎年住基ネットセキュリティー会議を開催し、個人情報保護への意識と認 
識の徹底を図っています。また、システム管理についてもパスワード管理を徹底し、個人情報の保護に努め
ました。 

・職員一人一人が行政情報の適切な取り扱いを理解することが大切であり、引き続き県などが実施する研修会 
への参加や庁内での研修会を実施するとともに、様々な事例に対応ができるよう、事案研究を重ねながら協
議検討し、更なるセキュリティーの強化を図る必要があります。 
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■ 取り組みの方針     

 

５年後に向けて取り組むこと（目標像） 

市民と情報を共有することにより市民の意見をまちづくりに活かし、透明性の高い開かれた市政を進め

るとともに、情報公開の一層の推進と、市民が利用しやすい情報公開制度の確立に努めます。 

また、市民のプライバシーが確実に守られるよう、すべての職員の意識向上を図り、個人情報の適正な

管理に努めます。 

 

指標値 指標の考え方 現況値 
（平成22年度） 

将来値 
（平成28年度） 

公開している審議会の

割合 

本市の審議会のうち、一般市民に公開する審議会の割合

100％維持を目標とする。 
100％ 100％ 

（仮称）戸籍・住民基本

台帳セキュリティガイ

ドの作成 

ＩＴ化の進展に伴う行政情報のセキュリティの強化を図

るため、職員が情報を適正に取り扱うことができるセキュ

リティガイドの作成を目標とする。 
 － 作成 

 

■ 後期基本計画の取り組みの方向性     

１．行政情報の公開の推進 【20301】 

●―市民の知る権利の保障と行政の説明責任を果たすため、積極的に行政情報の公開を行

います。 

●―情報公開条例に基づく開示請求の有無にかかわらず、行政情報を迅速かつ的確に市民

に提供します。 

●―開かれた市政を実現するため、審議会などの会議の公開を進めます。 

●―情報公開制度の周知と、市民が利用しやすい情報公開制度の運用に努めます。 

●―情報の公開における公平性を確保するため、法令等に沿った的確な判断のもと、情報

の公開を行います。 

 

２．個人情報の保護への取り組み強化 【20302】 

●―市民のプライバシーが侵害されることなく安心して日常生活を送ることができるよう、

個人情報保護に関する研修を実施するなど、職員の教育を徹底し、情報管理システム

の強化に努めます。 

●―個人情報の保護に関する意識の向上に努め、職員一人一人が自覚と責任のもと情報を

適正に管理するとともに、個人情報保護の観点からパスワードや委託業者などの管理

を強化し、より一層のセキュリティ強化に努めます。 

●―個人情報の運用と保護のバランスを基準に、住民基本台帳の「不正閲覧」の防止対策

に努めつつ、「（仮称）戸籍・住民基本台帳セキュリティガイド」を作成します。 
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４．人権の尊重                     
■ 現況と課題     

◇我が国では「日本国憲法」において、すべての国民の基本的人権を保障しており、法の下の

平等をうたっています。平成９年に「人権擁護施策推進法」が施行され、続いて平成 12 年に

は「人権教育・啓発推進法」が施行、同法に基づき、平成 14 年に「人権教育・人権啓発に関

する基本計画（法務省）」が策定され、具体的な取り組みが図られているところです。 

◇しかし、今日においても、同和問題、子どもの人権、高齢者の人権、女性に対する差別、障

がい者や外国人に対する差別問題など、様々な人権侵害が存在しています。また、人権問題

の重要課題は「女性」「子ども」「高齢者」「障がい者」「同和問題」「アイヌの人々」「外国人」

「ハンセン病、ＨＩＶ感染症等」「刑を終えて出所した人」など多岐にわたっており、個別の

問題に対応しつつも、人権の視点で普遍的な取り組みを行う必要があります。 

◇本市においても、国・県などの状況を見極めながら、人権問題への対応を図っていく必要が

ありますが、人権に関する啓発活動は形骸化の傾向にあり、行政主導にかたよりがちで、市

民一人一人が自分自身の問題としてとらえていないのが現状です。今後は、茨城県人権啓発

センターや市人権擁護委員との連携を図りながら、人権侵害行為に対する相談・救済方法な

どについて、更なる啓発を図る必要があります。 

 

 

前期基本計画の取り組みの成果と課題 

・防災無線による放送や街頭キャンペーンによる啓発物品の配布、児童生徒を対象とした啓発物品の配布、作 
文の募集を行うなど人権尊重の啓発に努めました。法務省における強化週間における相談の実施について市
広報紙に掲載し啓発に努めました。 

・人権相談と心配ごと相談については、原則毎週共同で実施し、同一時間・場所で対応し相談者が利用しやす
い体制で実施しました。 

・人権擁護委員・保護司・更生保護女性の会など活動している団体への補助金を交付するとともに、団体の育
成・強化に向け、助言・指導しながら活動を支援しました。 

・学校においては、児童生徒の発達段階や地域の実状に応じて、各教科、道徳、特別活動など、学校教育全体
を通じ、人権尊重の意識を高めるとともに、自ら学び、自ら考える力や豊かな人間性などの生きる力を育む
教育が、人権尊重の精神をかん養していくとの観点から、人権教育の推進体制の充実を図り、豊かな人権感
覚や人権意識の醸成に努めました。さらに、教員や職員を対象にした講演会と市民を対象にした講演会を開
催するなど、教職員も含めて学校ぐるみで、人権の尊重に関わる取り組みを実施しています。 

・社会教育の事業においては、一人一人が自分自身の問題として、人権尊重の理念について理解を深めるもの
となっていないため、今後は、指導者の育成・強化が課題となっています。 

・そのため、指導や助言のできる指導者の育成のため、県人権啓発推進センターの講師等を派遣し、家庭教育
学級・生涯学習関係などの学習機会において、人権に関する研修会を行い指導者を育成するとともに、より
効果的な啓発活動と地域住民の交流活動を促していくことが必要になっています。 
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■ 取り組みの方針     

 

５年後に向けて取り組むこと（目標像） 

差別や偏見のない明るい地域社会を構築するため、あらゆる学習機会を通して、市民、児童生徒の人権

感覚や人権意識、人権課題に対する正しい理解と認識を醸成するとともに、国・県・団体などとの連携の

もと効果的な啓発活動を推進します。また、相談したい市民が利用しやすいよう、人権相談の充実に努め

るとともに、人権擁護委員・保護司・更生保護女性の会の支援に努めます。 

 

指標値 指標の考え方 現況値 
（平成22年度） 

将来値 
（平成28年度） 

犯罪・非行の防止と更生

援助街頭広報活動の実

施回数 

「犯罪・非行の防止と更正援助」街頭広報活動の継続を目

標とする。 
1 回／年 1 回／年 

人権問題講演会の開催

回数 

市民を対象とした人権問題に関する講演会の継続開催を

目標とする。 
2 回／年 2 回／年 

人権教育などに対する

市民の満足度 

人権教育・人権相談などの充実に対する市民の満足度の向

上を目標とする。 
66.8％ 75.0％ 

 

■ 後期基本計画の取り組みの方向性     

１．人権尊重の教育と啓発 【20401】 

●―地域社会の協力のもと、広報紙やホームページの活用、人権問題講演会、人権問題研

修の開催など、人権に関する啓発活動を効果的に行います。 

●―学校教育や社会教育における学習機会を通して人権教育を推進するとともに、人権課

題に対する正しい理解と認識の醸成を促進します。 

 

 2．人権相談等の充実 【20402】 

●―人権問題について相談したい市民が利用しやすい相談体制の整備など、人権相談の充

実に努めます。 

●―健全な社会を構築する活動を推進する人権擁護委員・保護司・更生保護女性の会など、

各種団体に対し、その活動を支援します。 

●―同和問題は、依然として人権侵害の事例が見受けられることから、問題解決に向けた

支部単位の活動に対して支援を図ります。 

●―生活相談を開催し同和関係者の就労促進に努めます。 
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５．男女共同参画の推進                 
■ 現況と課題     

◇少子高齢化の進展、社会経済の低迷、失業者や非正規労働者の増加による格差社会の拡大な

ど、社会情勢が大きく変化している中で、豊かで活力に満ちた社会を築くためには、男女が

互いに人権を尊重し合い、性別や世代にかかわりなく、その個性と能力を認め合い、それら

を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現が求められています。 

◇国においては、平成 11 年に「男女共同参画社会基本法」が制定され、翌年には同法に基づく

「男女共同参画基本計画」が策定されるなど、法律や制度の上では男女共同参画社会の形成

に向けた整備が進んでいます。また、平成 22 年 12 月に、「第３次男女共同参画基本計画」を

策定し、10 の重点項目を掲げ、実効性を高めるために、項目ごとに具体的な成果目標を示す

など、積極的な取り組みが図られています。 

◇しかし、社会通念や慣習による固定的な性別役割分担意識が依然として根強く残っており、

男女の多様な生き方が認められにくい状況はなかなか解消されていません。こうした固定的

な意識から男女ともに解放され、だれもが生き生きと、個性や能力を発揮できる社会を実現

するためには、女性の政策・方針決定過程への参画、男性の家庭や地域への参画などが望ま

れています。今後あらゆる分野において男女の人権が尊重され、共に参画できる社会の実現

に向けた施策を継続的に推進していく必要があります。 

◇本市においては、平成 17 年 11 月に「稲敷市男女共同参画推進協議会」を設置し、男女共同

参画意識の啓発と男女共同参画社会の形成を推進するための学習・研究に取り組みました。

その後、平成 19 年３月に「稲敷市男女共同参画計画」を策定しました。 

◇本市の男女共同参画計画は平成 23 年度で５年を経過し、また、国・県においては、平成 23

年度より新計画期間に移行しました。これを受けて本市の計画についても国・県に準ずる形

で見直しを行い、社会情勢に対応した男女共同参画社会を実現していく必要があります。 

 

前期基本計画の取り組みの成果と課題 

・平成 17 年 11 月に「稲敷市男女共同参画推進協議会」を立ち上げ、平成 18 年２月には「市民意識調査」を
実施しました。調査の結果と推進協議会からの提言をもとに現状と課題を検討し、「男女共同参画審議会」
を設置し推進体制を整え、平成 19 年３月に「稲敷市男女共同参画計画」を同年４月に、「男女共同参画推進
条例」を策定しました。 

・「稲敷市男女共同参画推進計画」に基づき、関係各課で推進・啓発事業を実施し、その実施状況調査をもと
に審議会を開催しました。また、フォーラムや講座などの啓発事業を開催しました。 

・「稲敷市男女共同参画推進計画」を策定したものの、計画の進行管理や意識啓発については、十分とは言え
ず、計画の周知から啓発事業の積極的な展開が求められています。 

・ＤＶ＊等の相談は専門の相談員がいないため、職員が対応している状況ですが、相談員として研修を受ける
機会がなく、被害者に対し充分な支援ができているとはいえない点が課題となっています。 

・啓発活動や関係機関との連携体制の強化も課題となっています。 
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■ 取り組みの方針     

 

５年後に向けて取り組むこと（目標像） 

男女が互いに人権を尊重しつつ、責任を分かち合い、性別にかかわりなくその個性と能力を発揮するこ

とができる男女共同参画社会の実現を目指します。 

そのため、男女共同参画に向けた施策を総合的に推進するとともに、男女共同参画意識の啓発や学習支

援、広報活動を推進します。 

 

指標値 指標の考え方 現況値 
（平成22年度） 

将来値 
（平成28年度） 

市の審議会などにおけ

る女性委員の割合 
政策･方針決定過程への女性の参画拡大を目標とする。 12.3％ 30.0％ 

あらゆる分野で男女の

地位が平等になってい

ると思う市民の割合 

男女平等意識の啓発を図り、あらゆる分野で男女の地位が

平等になっていると思う市民の割合の向上を目標とする。 
65.2％ 70.0％ 

男女平等意識づくりのた

めのシンポジウム・講演

会の開催回数 

男女平等意識を高めていくため、全市民を対象としたシン

ポジウム、講演会などの開催継続を目標とする。 
1 回／年 1 回／年 

 

■ 後期基本計画の取り組みの方向性     

１．男女共同参画社会の形成 【20501】 

●―政策・方針決定過程への女性の参画拡大を目指し、審議会などへの女性の積極的登用

を図るとともに、職員において指導的地位の女性が占める割合の拡大を目指します。 

●―男女の仕事と家庭生活・地域活動との両立を図るため、男性の長時間労働の抑制等に

より、家事・育児・介護への参加を促すための支援体制の充実（男性対象講座の開催

等）や職場環境の改善を促します。 

●―女性の経済的・社会的地位の向上を目指し、就業や社会参加に対する平等の確保と支

援体制の充実を図るとともに、男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、

男女の固定的な役割分担意識の解消に向けた施策の展開に努めます。 

●―女性に対するあらゆる暴力を根絶するため、暴力防止のための啓発や相談窓口の充実

に努めるとともに、関係機関との連携を強化し、配偶者の暴力、性犯罪、セクシャル

ハラスメント＊やストーカー行為など、あらゆる暴力行為を容認しない環境づくりを

目指します。 

●―「稲敷市男女共同参画計画」の進行管理を行い、社会情勢を踏まえながら、計画的な

見直しを行います。 

 

２．広報・啓発活動の推進 【20502】 

●―市民の男女共同参画に関する意識の高揚に努めるとともに、男女の固定的な役割分担

意識を解消し、男女平等意識づくりのためのシンポジウム・講演会・フォーラムの開

催など、啓発活動を推進します。 

●―広報紙やホームページなどへ男女共同参画に関する記事やお知らせを掲載し、男女共

同参画を推進する市民団体と協働して、市民の男女平等意識の啓発を図ります。 
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６．国際化・国際交流                  
■ 現況と課題     

◇企業や農業分野における外国人研修生の受け入れなどにより、現在、市内に在住する外国人

は 853 名（平成 23 年４月１日現在）で、本市総人口の約 1.8％が常住しています。 

◇総人口に占める外国人の割合が少ないこともあり、本市の現状としては、異なる国籍の市民

同士の交流の場もなく、情報提供も十分には行き届かない状況です。今後は、このような外

国人が地域の中で、稲敷市民として安心して暮らせるよう、情報提供の機会の拡大や交流機

会の創出が必要になっています。また、それぞれの文化を尊重しながら相互理解を図ってい

くことも重要です。 

◇本市では、異文化や習慣に触れ、国際感覚を養うとともに、広い視野から地域社会や国際社

会を理解できる人材を育成するため、姉妹都市交流を進めています。平成２年にカナダ・サ

ーモンアーム市と姉妹都市提携（当時は東町）を行い、親善大使の派遣や親善訪問団の受け

入れなど、姉妹都市交流を毎年実施しながら、特色あるまちづくりのひとつとして取り組ん

できました。国際交流に関わる民間団体として、「稲敷市姉妹都市交流委員会」と「稲敷市日

中友好協会」の２つの団体が活動しており、市民レベルでの国際交流が進められています。 

◇「稲敷市姉妹都市交流委員会」はサーモンアー

ム市との交流に関する活動として、市と共同で

広報紙「姉妹都市」を発行し、各公共機関に配

置するほか、市内の小学校６年生から中学３年

生全員に配付しています。また、「稲敷市日中友

好協会」では日中両国民の相互理解と友好を深

めるための活動を行っています。 

◇市内では外国人の支援を行うボランティア団体

もあり、近隣地域に在住している外国人に日本

語を教える活動などを行っています。今後も市

民と行政の協働のもと、更なる国際交流の推進

を図っていく必要があります。 

 

 

前期基本計画の取り組みの成果と課題 

・稲敷市と姉妹都市提携を結んでいるサーモンアーム市（カナダ・ブリティッシュコロンビア州）へ、市内の
中学生・高校生を派遣する稲敷市姉妹都市交流派遣事業を「稲敷市姉妹都市交流委員会」の協力のもと実施
しています。 

・市内の中学校、高校にホストファミリーを募集し、カナダ・サーモンアーム市からの中高生にホームステイ
してもらうサーモンアーム市親善使節団受入事業を実施しています。さらに、広報紙「姉妹都市」を発行し、
これらの事業を広く周知しながら、事業の充実を図ってきました。 

・言語指導ボランティアなどの協力による日本語サークルの実施に対する支援などを行ってきました。国際交
流に関する事業は、ボランティアに近い形での活動が中心となっているため、運営面で安定性に欠ける点が
課題となっています。加えて、異なる文化的背景を持つ市民一人一人の相互理解を図っていくため、広報活
動などによる積極的な情報提供を行っていくことも課題となっています。 

■国際交流活動団体の概要 

団体名 活動内容 

姉妹都市交流

委員会 

姉妹都市派遣事業、ホームステイ受入

事業など稲敷市の実施する幅広い姉妹

都市（サーモンアーム市）との活動に

協力し、民間交流活動を展開していま

す。 

稲敷市日中友

好協会 

筑波大学の留学生や市内に生活する中

国の方々との交流活動や中国への訪問

団派遣などの活動を行っています。 

日本語サーク

ルかぼちゃ 

毎週水曜日、昼と夜の２回、市内及び

近隣に住む外国人を対象に、日常会話

を中心とした日本語を教えています。

資料：企画課
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■ 取り組みの方針     

 

５年後に向けて取り組むこと（目標像） 

地域の国際化に対応し、市内在住の外国人が暮らしやすいまちを目指した支援を進めます。 

また、本市における異文化交流を促進するため、交流や情報提供の場を創出するとともに、市民の国際

交流への積極的な参加を支援します。 

さらに、国際化の時代潮流にあわせた意識改革と人材育成を図るため、青少年の派遣や受け入れなど、

国際交流活動を促進します。 

 

指標値 指標の考え方 現況値 
（平成22年度） 

将来値 
（平成28年度） 

国際化・国際交流に対す

る市民の満足度 

国際交流の推進を図るため、国際化・国際交流に対する市

民の満足度の向上を目標とする。 
47.9％ 60.0％ 

市内外国人を対象とし

た各種講座への参加者数 

市内外国人を対象とした各種講座に参加した人の人数の

増加を目標とする。 
16 人 30 人 

国際交流の輪の創出回数 
これまで姉妹都市交流に参加してきた青少年の交流の場

の創出を目的とする。 
－ 創出 

 

■ 後期基本計画の取り組みの方向性     

１．国際化への対応 【20601】 

●―外国人の暮らしやすい環境づくりのため、公共施設などの外国語表示や生活に必要な

情報の発信などに努めます。また、周辺自治体と連携を図り、広域的な国際化への対

応を図ります。 

●―市内に在住する外国人が安心して安全な日常生活を送ることができるよう、相談体制

や支援体制の充実を図ります。 
 

２．国際交流活動の支援 【20602】 

●―生涯学習講座や国際交流における地域活動においては、異文化交流の促進を図るため、

地域住民が指導者として参加する講座の開設を目指すとともに、市内在住の外国人が

指導者となった日本人向けの講座の開設を検討します。 

●―言語指導ボランティアなどの協力を得て、市内外国人を対象とした日本語講座などの

開催を支援します。 
 

３．姉妹都市交流の推進 【20603】 

●―本市の次世代を担う中・高生の国際理解の醸成と国際化に向けた人材育成を図るため、

市内在住の中・高生を対象にサーモンアーム市へ青少年親善大使派遣団を派遣（ホー

ムステイ）します。 

●―サーモンアーム市の中・高生を対象に受け入れ事業を推進します。また、次世代を担

う両市の中・高生を中心とした交流促進と国際感覚の醸成を図るため、交流活動を引

き続き実施します。 

●―「稲敷市姉妹都市交流委員会」と共同で発行する広報紙「姉妹都市」やホームページ

などにより、市民に姉妹都市との交流状況や成果を周知し、市民への国際交流に対す

る意識の啓発を図ります。 

●―市内の国際交流に関わる人たちや、これまで姉妹都市交流に参加してきた青少年の交

流の場を創り、市民の国際交流活動の継続を目指すとともに、国際交流の輪を広げます。 
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１．幼児教育                      
■ 現況と課題     

◇平成 19 年「幼稚園教育要領」と「保育所保育指針」が改訂され、平成 21 年度以降は、これ

らに基づく保育が市内の幼稚園、保育園、認定こども園において全面実施されています。「幼

稚園教育要領」においては、幼稚園における子育て支援の充実が明確に示されており、同要

領に基づいた幼児教育が進められています。 

◇また、平成 22 年 11 月には、文部科学省の幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在り方

に関する調査研究協力者会議において「幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在り方に

ついて」が答申されました。答申においては、幼児期の終わりから児童期（低学年）にかけ

て「三つの自立」（学びの自立、生活上の自立、精神的な自立）の育成の重要性が示されてい

ます。今後、この幼・保・小連携は、幼保連携型の認定こども園の円滑な運営や小一プロブ

レム＊の解消のために、極めて重要な視点であることから、今後も積極的に推進していく必要

があります。 

◇さらに、国ではこれまでとは別のまったく新しい子育てのシステムとして「子ども・子育て

新システム」の構築を目指した検討を進めており、幼稚園・保育園・認定こども園すべてを

一体化した「こども園（仮称）」への移行などが検討されており、これらの動向を的確に見極

めながら、本市の幼児教育を進めていかなくてはなりません。 

◇本市においては、これまで、幼稚園などの教育機能の強化・拡大、家庭・地域社会の教育力

の再生・向上、幼児教育を支える基盤の強化に努めてきました。その中でも、幼児教育を支

える基盤として、就学前の教育・保育の一体的な整備を図るため、平成 21 年度に江戸崎幼稚

園、江戸崎第一保育所、江戸崎第二保育所を統合し、幼保連携型の認定こども園として「認

定こども園えどさき」を開園したところです。 

◇今後は幼稚園児、保育園児という枠を超えた

「幼児教育」という視点での適切な教育を推

進するため、幼児の発達に応じた保育の工

夫・改善により教育内容を充実し、職員の資

質の向上を図っていく必要があります。また、

幼稚園、認定こども園が地域の幼児教育のセ

ンターとしての役割を果たせるように、機

能・体制の充実について検討し、一層の取り

組みを推進していく必要があります。 

 

 

 

 

前期基本計画の取り組みの成果と課題 

・平成 23 年度に策定した「稲敷市教育振興基本計画」に本市の幼児教育の総合的な方針を盛りこみました。
今後は、計画に基づき幼児教育の充実を図っていく必要があります。 

・幼児の発達に応じた教育を推進するため、職員研修、戸外体験活動、ブックスタート事業＊などを推進して
きました。今後もこれらの事業の充実を図り、幼児期の健やかな発達を支援していく必要があります。 

・幼稚園における家庭教育の支援については、各幼稚園において実施してきました。今後は幼稚園において、
幼児教育の拠点としての機能充実を図り、家庭教育の支援に努めていく必要があります。 

・幼保連携教育として、江戸崎幼稚園、江戸崎第一保育所、江戸崎第二保育所を統合し、幼稚園・保育所双方
の機能を併せ持つ、認定子ども園を整備しました。今後は、幼保小連携の充実を目指し、幼保一体化、一元
化を目指していく必要があります。 
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■ 取り組みの方針     

 

５年後に向けて取り組むこと（目標像） 

幼児期における教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う大変重要なものであることから、幼児教育

の総合的指針として「稲敷市教育振興基本計画」に幼児教育のビジョンを位置づけ、地域の特色や実状に

あった総合的な幼児教育を推進します。また、幼児の発達に応じた指導の充実に努めるとともに、幼稚園

を幼児教育の拠点と位置付け、幼稚園等における子育て、家庭教育を推進します。さらに、就学前の教育・

保育を一体としてとらえた一貫した連携教育を目指します。 

 

指標値 指標の考え方 現況値 
（平成22年度） 

将来値 
（平成28年度） 

読書の楽しさと出会え

る機会の創出回数 

幼児期からの積極的な働きかけにより、幼児の読書活動の

充実を目標とする。 
3～11回/年 22回/年 

戸外体験活動の回数 幼児の戸外体験活動の実施を目標とする。 4 回/年 4～5回 
程度/年 

保育参加の実施回数（休

日も含む） 

幼稚園などにおいて実施している保護者等の保育参加の

拡大を目標とする。 
6 回/年 8 回/年 

 

■ 後期基本計画の取り組みの方向性     

１．総合的な幼児教育の推進 【30101】 

●―本市における幼児教育の総合的な指針を「稲敷市教育振興基本計画」に位置づけ、幼

児教育の全体の枠組みについての具体的な方針などを定め、総合的な視点での幼児教

育を推進します。  

●―入園を希望する幼児の円滑な就園を図るため、受け入れ体制の整備や教育内容の充実

を図ります。 

 

２．幼児の発達に応じた指導の充実 【30102】 

●―職員研修をはじめ、保育実践や保育研究、特定課題研究などを通して、本市の特性に

応じた指導が進められるよう研修を推進します。 

●―地域の人材を活用した戸外体験や自然体験活動などの充実を図るとともに、幼稚園に

おける異年齢交流を推進します。 

●―指導主事などによる訪問指導や助言を受け、課題解決に向けた教育内容の充実を図り

ます。 

●―幼児期における道徳性の発達を促すため、心の教育を推進します。 

●―ブックスタート事業＊や読み聞かせの奨励などと連携し、幼児からの読書活動の推進

を図ります。 



基本計画 
稲敷市総合計画 

 
58

 

３．幼稚園等における子育て・家庭教育の推進 【30103】 

●―幼稚園の持つ機能を活かし、子育て情報の提供、講演会・講座の開催を実施します。

また、就園児だけでなく、未就園児やその保護者などを含めた幅広い事業の展開に努

めます。 

●―幼稚園などを幼児教育の拠点と位置づけ、教育相談機能や交流機能・研修機能などの

充実を図ります。 

●―家庭での教育のあり方の見直しを図り、基本的な生活習慣や学習意欲の向上を促すた

め、家庭・地域・教育機関の連携により、幼児期における家庭教育の啓発活動を推進

します。  

 

４．幼・保・小連携教育の推進 【30104】 

●―幼児期から児童期にかけての教育のあり方を見直し、子どもの成長・発達を幼・保・

小連続した流れの中でとらえた、教育・保育に関わる連携教育の調査・研究を進めま

す。  

●―国の動向を把握しながら保護者のニーズに柔軟に対応し、幼保一体化・一元化を推進

します。 

 

▲戸外体験活動 
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２．義務教育                      
■ 現況と課題     

◇我が国における教育を取り巻く現状を見ると、新しい知識・情報・技術が政治・経済・文化

をはじめ社会のあらゆる領域での活動の基盤として飛躍的に重要性を増す、いわゆる「知識

基盤社会」の進展やグローバル化による国内外の競争が激化しており、未来に向けての教育

の役割はますます高まっています。このような状況の中で、学校教育では、「確かな学力」「豊

かな心」「健やかな体力」の調和を重視する「生きる力」を育むことが求められています。 

◇また、都市化、少子化の進展や経済的な豊かさの進行など社会が成熟化する中で、家庭や地

域の教育力が低下していることや、子どもが将来への目的意識を持ったり、何かに意欲的に

取り組んだりすることが難しくなりつつあることが指摘されています。本市の児童生徒にも、

学力・体力の向上、学ぶ意欲の向上、不登校児童生徒の解消、特別な支援を要する児童生徒

への対応など時代を反映した様々な課題がみられます。 

◇本市においては、このような状況に対応するため、子どもたちが夢を持って健やかに成長で

きる環境づくりを推進するとともに、確かな学力の定着や社会の変化に対応した多様な教育

の展開、心の問題への対応、児童生徒の安全対策の強化など、教育全般の抜本的な改革を推

進していく必要があります。 

◇学校給食については、本市の児童生徒に平等かつ安全な給食を提供するため、運営方法の統

一化を図るとともに、栄養教諭や栄養職員の活用による食に関する指導の充実を図っている

ところです。また、現在課題となっている給食費の未納者対策を推進していく必要がありま

す。 

◇一方、本市における児童数は、昭和 33 年の

7,115 人をピークに徐々に減少し、平成 23

年５月現在で 2,227 人とピーク時の３分の

１以下になり、平成 18 年度の 2,643 人と比

較しても「-15.7％」の減少率を示していま

す。すでに市内の小学校においては、複式

学級＊により対応している学校もあり、今後

の児童数の推移からも、少子化問題が早期

に解消される見込みはありません。 

◇児童生徒が適切な環境で学校教育を受ける

ためには、統廃合により学校の適正規模を

確保する必要があり、「稲敷市学校再編整備

実施計画」を踏まえ、学級編制基準など状

況の変化を注視し、計画的な再編を推進し

ていく必要があります。 
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前期基本計画の取り組みの成果と課題 

・平成 23 年度に教育部門の総合的指針となる「稲敷市教育振興基本計画」を策定しました。今後は同計画に
基づき、総合的な義務教育施策を推進していく必要があります。 

・平成 18 年の「教育基本法」の改正や新学習指導要領に基づき、「生きる力」を育む基本理念のもと、知識や
技術の習得とともに思考力・判断力・表現力などの育成を重視した教育を推進してきました。 

・確かな学力の定着を図るための教職員の指導力の向上、基本的な生活習慣や学習習慣の定着のための家庭の 
教育力向上、地域の教育力向上に向けた取り組みを進めてきました。 

・障害のある幼児、児童生徒の相談支援体制の充実については、専門員が配置されている保健センターとの連
携を図りながら様々な相談に対応できる体制づくりを推進してきました。今後も知・徳・体の調和のとれた
“いなしきっ子”の育成、豊かな心と健やかな体の育成充実を図っていく必要があります。 

・少子化による児童生徒数の減少等に対応し、児童生徒が適切な環境で学校教育を受けることができるよう、
平成 21 年度に「稲敷市学校再編整備実施計画」を策定し、平成 31 年度までの学校再編スケジュールを示し
ました。質の高い教育環境を確保するため、地域の実状を反映しながら適切な再編を図っていく必要があり
ます。 

▲田植え体験 

▲交流事業 
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■ 取り組みの方針     

 

５年後に向けて取り組むこと（目標像） 

時代の変化に的確に対応し子どもたちの夢と希望を育て、自らの未来を拓いていく力、「生きぬく力」

を醸成するため本市の教育に関する総合的な指針である「稲敷市教育振興基本計画」に基づき、本市の地

域性に立脚した総合的な義務教育を推進します。 

そのため、家庭・地域・学校が連携し、子どもの成長を支え合うとともに、知・徳・体の調和のとれた

自立的に生きる“いなしきっ子”の育成、豊かな心と健やかな体の育成に努めます。さらに、児童生徒が

安全かつ適切な環境で教育を受けることができるよう、質の高い教育環境の整備に努めます。 

 

指標値 指標の考え方 現況値 
（平成22年度） 

将来値 
（平成28年度） 

家庭の教育力の向上を

図る取り組みの成果 
家庭でほとんど毎日（週に４日以上）お手伝いをしている

小学１年生の割合の向上を目標とする。 
－ 60.0％ 

（県目標値) 

す べての教科の基礎

的・基本的な事項となる

漢字の読み書きの定着

状況 

 

漢字の読み・書き正答率の向上を目標とする。 

（小学校６年／中学校３年） 

85.3％ 
(小学校 6 年) 

73.3％ 
(中学校 3 年) 

(平成 23 年度) 

87.0％ 
(小学校 6 年) 

80.0％ 
(中学校 3 年) 

 

す べての教科の基礎

的・基本的な四則計算の

定着状況 

 

四則計算の平均正答率の向上を目標とする。 

（小学校６年／中学校３年） 

85.9％ 
(小学校 6 年) 

80.3％ 
(中学校 3 年) 

(平成 23 年度) 

87.0％ 
(小学校 6 年) 

82.0％ 
(中学校 3 年) 

 

読解力の向上に資する

児童の読書習慣の定着

状況 

 

年間 50 冊以上の本を読んだ児童の割合の向上を目標とす

る。（小学校４年～６年） 

35.1％ 
(小学校 4 年～6 年) 

(平成 23 年度) 

60.0％ 
(小学校 4 年～6 年) 

（県目標値） 

防犯教室等の実施率 
市内の各種学校における防犯教室等の実施率（学校保健・

学校安全実態調査の実施より）を目標とする。 

81.3％ 
(小学校) 

75.0％ 
(中学校) 

(平成 23 年度) 

90.0％ 
(小学校) 

80.0％ 
(中学校) 

 

■ 後期基本計画の取り組みの方向性     

１．総合的な義務教育の推進 【30201】 

●―本市における義務教育の総合的な指針を「稲敷市教育振興基本計画」に位置づけ、学

校教育の全体の枠組みについての具体的な方針などを定め、総合的な視点での学校教

育を推進します。  

 

２．家庭・地域・学校の連携による教育の推進 【30202】 

●―家庭や地域社会との綿密な連携・協力のもと、学校が適切に教育活動を展開し地域に

開かれた学校づくりを推進していきます。 

●―学校としての説明責任を果たしていくため、学校の教育目標や運営方針を保護者や地

域に示します。 

●―児童生徒の基本的な生活習慣や学習習慣の定着を図るため、家庭の教育力向上を目指

した家庭教育学級など、保護者に学習機会を提供します。 
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●―家庭の教育力の向上を目指し、家庭教育に関する情報提供や地域社会への子育て世代

の参加を促進するなど、学習機会の拡充を図り、適切な家庭教育のあり方を学校教育

と連携を図りながら推進します。 

●―地域住民の協力などにより、学校外から講師として幅広い経験、優れた知識・技術を

有する人材を迎え入れ、交流を図ることにより、地域における教育力の向上を目指し

ます。  

 

３．確かな学力を身に付けた “いなしきっ子”の育成 【30203】 

●―児童生徒一人一人に、基礎的・基本的な学力を確実に身につけさせるとともに、自ら

学ぶ意欲や態度を育成していくため、指導方法の改善・充実を図りながら個々に応じ

た指導の展開に努めます。 

●―児童生徒の個性を活かし、主体的な学習を促すためのチーム・ティーチング＊による

指導や少人数指導体制＊の充実、社会人講師の活用を積極的に進めます。 

●―総合的な学習の時間を充実させ、自ら学び自ら考える力の育成に努めます。 

●―国際社会に生きる人間として、異なる文化や考え方を尊重できる豊かな国際感覚を育

成していくため、国際理解教育を推進するとともに異文化への理解を深めるための環

境づくりに努めます。 

●―高度情報通信社会に適応できる能力の育成を図るため、コンピューターなどを積極的

に活用した学習や指導方法の改善などに努め、情報教育の充実を図るとともに、学校・

家庭におけるインターネット犯罪や有害サイトなどに対する正しい知識の定着や情報

モラルの向上を図ります。 

●―次世代を担う子どもたちの身近な環境問題意識を高めるため、各教科や総合的な学習

の時間をはじめ、学校教育全体を通して、環境などをテーマとした教育を推進します。 

●―学校教育における環境教育では、環境・経済・社会の面から総合的に取り組むととも

に、各学校単位にとどまらず、地域と連携しながら地域づくりのあり方を考える多様

な活動を推進します。 

●―将来の科学・技術を支える人材を育成するため、児童生徒の科学に対する興味や関心

を高めていくとともに、体験的な学習を通して科学的な見方・考え方を養うなど理数

教育を推進します。 

●―優れた指導力と教育に対する使命感、地域をよく理解した教職員の育成・確保に努め

るとともに、指導のための環境整備を図ります。 

●―教育支援センターの設置により、教職員の資質向上を目指した研修や児童・保護者を

対象とした相談事業（適用指導教室）を推進します。  

●―障がい児の保護者に対して、相談機会の提供や相談場所の拡充を図るなど、早い時期

から様々な相談が受けられるよう関係部署との連携を密にして、障がい児がよりよい

教育を受けられる環境を目指した支援体制の充実に努めます。 

●―就学該当児とその保護者に対し、特別支援教育への理解と認識を深めてもらい、障が

いのある子どもの適正・円滑な就学を促進します。 

●―医療・福祉関係機関などにおける相談事業と一体化した体制を整備し、特別支援教育

の充実に努めます。 

●―地域社会との連携による支援体制の強化を図り、共同学習や交流活動を推進します。 

 

４．豊かな心と健やかな体を持つ“いなしきっ子”の育成 【30204】 

●―豊かな人権感覚や人権意識の育成など人権教育を推進するとともに「生きる力」の重

要な要素である豊かな心を育成していく道徳教育の充実に努めます。 
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●―教育活動全体を通して、ボランティア活動など体験的な活動を重視しながら「思いや

りの心」や「奉仕の心」の育成を図るとともに、地域とのつながりを醸成します。
 

●―感性を磨き創造力豊かに自己を見つめ、自らの生き方を考えることができるよう、学

校教育全体を通して読書指導の充実を図るとともに、図書館、学校図書室、ボランテ

ィア、家庭の連携のもと読書活動の推進に努めます。 

●―学校の特色を活かした体育・スポーツ活動の充実と体力の向上を目指します。 

●―体育・スポーツ活動における安全指導の徹底に努めるとともに、生涯学習との連携、

外部指導員の確保などを図りながら魅力ある運動部活動の運営を目指します。 

●―児童生徒の「健やかな体の育成」を目指し、発達段階に応じた計画的な健康教育を推

進します。 

●―児童生徒の性に対する正しい知識と判断力を醸成するとともに、性感染症予防や薬物

乱用などに対する意識啓発に取り組みます。 

●―食育は「生きる上での基本」であるとの認識のもと、児童生徒の健康を保持し、望ま

しい食習慣の形成と食の自己管理能力を育成するため、「食に関する指導」の実践・強

化に努めます。 

●―学校給食については、食材の安全確認と地産地消＊の推進に努めるとともに、調理方

法の安全性確保、添加物などに配慮した安全な食材の提供に努めます。 

●―給食センターの運営については、学校再編や保護者のニーズに対応しながら、安全で

安心な学校給食を提供できるよう施設の適正管理に努めるとともに、調理業務・配送

業務等の民間委託など効率的な運営に努めます。 

●―児童生徒の適切な勤労観、職業観を醸成するとともに、発達段階に応じた職場見学、

職場体験などキャリア教育を、地元企業や関係機関の協力を得ながら推進します。 

●―児童生徒一人一人の実態に応じた適切な生徒指導・教育相談の充実を図るとともに、

不登校やいじめなどの未然防止と早期発見、相談員などによる適応指導の指導・相談

体制の充実など速やかな問題の解消に努めます。 

●―児童生徒の心の荒廃が問題視されている中、生命を尊重する心や他の人への思いやり

など、豊かな人間性の育成を目指します。 

●―本市の歴史・文化や自然、また、これらに育まれた地域の特性を活かした教育を推進

します。 

 

５．質の高い教育環境の整備 【30205】 

●―児童生徒が適切な環境で学校教育を受けることができるよう、「稲敷市学校再編整備実

施計画」を基本に、地域の実状を反映しながら、学校の規模が適正に確保されるよう、

柔軟に対応します。  

●―災害などについての正しい理解のもと、自分の生命は自分で守るということを基本に

した危機管理能力（判断力・実践力）の育成を図るため、校内では得がたい学習機会

を計画していくとともに、学校の立地や施設の実状、児童生徒の発達段階等を踏まえ

た防災教育・防災訓練を実施します。  

●―学校における交通安全教育や防犯対策の強化、防犯訓練の実施に努めます。また、通

学路の安全対策については、家庭・地域・学校の連携・強化により地域ぐるみで推進

します。  

●―発達段階に合った教育内容や指導方法を採ることができるよう、小中連携教育につい

ての検討を進めます。  
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■図書館利用状況  

年度 
利用者数 

（人） 

貸出冊数 

（冊） 

平成 17 年度 25,599 86,276

平成 18 年度 33,212 119,808

平成 19 年度 35,976 132,295

平成 20 年度 35,755 130,835

平成 21 年度 35,243 130,910

平成 22 年度 32,815 122,318

 資料：稲敷市立図書館

 
■図書館蔵書数                                                平成２３年３月３１日現在

 

  

  総数 

  一般書 児童書 郷土行政資料 参考資料 視聴覚資料 

資料所蔵点数 165,887 101,057 47,738 2,509 3,217 11,366 

資料：稲敷市立図書館

 

３．生涯学習の推進                   
■ 現況と課題     

◇国民のライフスタイルは時代とともに変化しており、余暇活動の過ごし方や豊かさに対する

価値観なども次第に変化しています。また、世界でもトップクラスの長寿社会である我が国

においては、定年退職後のライフスタイルのあり方も多様化しています。このような状況の

中、我が国は本格的な生涯学習社会を迎えており、市民が生涯を通して学び続けられる環境

が強く求められています。今後は、市民のニーズを的確にとらえ、充実した学習機会を提供

していくとともに、市民自らが生涯学習の担い手となる「生涯学習のまちづくり」を推進し

ていくことが重要です。 

◇本市では、現在各地区の公民館等においてそれぞれの地区にあった各種講座・教室を開設し

ているところです。公民館施設については、全市的な公共施設の適正配置に関する方針を見

極めながら、適切な維持管理、設備の更新を図っていく必要があります。 

◇また、全市的には生涯学習講座や公民館講座の実施、文化事業の推進、文化交流活動の支援、

講座・同好会の作品展示、図書の貸出しなど、様々な事業が進められています。各種講座に

ついては、市民のニーズにきめ細かく対応し充実を図っていくことにより、より多くの市民

が参加できる体制づくりを進めるとともに、各種講座等の修了生で組織する同好会を育成す

るなど、市民の自主的な活動を積極的に支援していく必要があります。 

◇図書館については、稲敷市立図書館と東地区

を除く３地区の公民館施設内の図書室がネッ

トワークにより結ばれており、各窓口での貸

出・返却サービスが可能となりました。イン

ターネットを活用し、さらに効率的な資料の

提供を進めていく必要があります。また、現

在の図書館の施設規模では、これ以上の蔵書

拡大が難しい状況になっているため、３地区

の公民館図書室を含めた配送体制の検討及び

県内図書館との相互利用、除籍による資料の

新陳代謝を図り、利用者ニーズに合った蔵書

構成を検討していくことが課題となっていま

す。現在、老朽化していた館内設備の更新に

より、視聴覚室での会議や研修が可能となり

ました。今後は施設の適切な維持管理、有効

活用を図っていく必要があります。 
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前期基本計画の取り組みの成果と課題 

・生涯学習講座については、公民館講座は趣味的なもの、生涯学習講座は学習的なもの、いなしき大学は高齢 
が毎日元気に過ごせるような内容に、水辺の楽校では環境・自然などに関するもの、子育て学習は子育て・
親育てを中心に市民の多様なニーズに応え充実した内容で実施してきました。また、人材バンクは技術・知
識・技能を持っている人材を広報紙とホームページで紹介、講師やボランティアなど必要としている団体に
紹介するとともに、生涯学習講座や公民館講座の講師としても依頼するなど制度を活用しています。今後は
市民ニーズを的確にとらえ、各年代層のライフステージに対応した生涯学習を提供していく必要がありま
す。 

・市民自らが生涯学習の担い手となり生涯学習のまちづくりを推進するため、広報紙とホームページで講師募 
集の案内をし、昔遊び・体操・手芸など他の方に伝えたい・教えたいと思っている方による講座を開講して
きました。今後も市民主体の生涯学習活動を積極的に支援していく必要があります。 

・図書館サービスについては、図書館と公民館図書室がシステムネットワークで結ばれスムーズに稼働するよ 
うになり、効率的に資料の提供ができるよう配送体制の検討を行っているところです。県の相互貸借ネット
ワークにより広範囲なリクエスト資料の貸出を実施しています。今後も利用者ニーズを把握し、図書館サー
ビスの充実を図っていく必要があります。 

▲図書館 

▲生涯学習講座 



基本計画 
稲敷市総合計画 

 
66

 
■ 取り組みの方針     

 

５年後に向けて取り組むこと（目標像） 

市民が生涯を通して生き生きと学ぶことができるよう、市民協働のもと、生涯学習のまちづくりを進め

ます。そのため、市民のライフステージに対応した各種講座・教室の充実に努めるともに、市民が主体的

に取り組む生涯学習を支援します。公民館施設については、施設の安全性を確保するとともに効率的運営

と市民のニーズに対応した環境づくりを進めます。 

図書館については、図書館ネットワークの充実や予約システムの向上を図るとともに、図書資料の充実

やＩＴ＊環境の整備など、より多くの市民が利用する図書館を目指します。 

 

指標値 指標の考え方 現況値 
（平成22年度） 

将来値 
（平成28年度） 

生涯学習講座数 

 

生涯学習機会の提供に努めるため、生涯学習講座数の拡大

を目標とする。 
52 回 80 回 

公民館などの延利用者数 

 

市民のニーズに的確に対応した生涯学習活動を行うこと

による公民館の利用者数の拡大を目標とする。  
21,810 人 25,000人 

生涯学習人材バンクの

登録者数 

 

生涯学習人材バンクに登録されている市民を増加するこ

とを目標とする。 
25 人 40人 

市民一人あたりの図書

貸し出し冊数 

 

図書館サービスの向上により、市民一人あたりが一年間

で借りる図書の冊数の拡大を目標とする。 
2.6 冊 4.0 冊 

図書館利用カードを持

っている市民の割合 

図書館サービスの向上により、図書貸し出しカードを持

っている市民の割合の拡大を目標とする。 
17.2％ 25.0％ 

 

■ 後期基本計画の取り組みの方向性     

１．各種講座・教室の充実 【30301】 

●―市民の生涯学習活動を支援するため、様々な機会をとらえて、ニーズの把握に努め、

各年代層やライフステージに対応した講座・教室の開設と内容の充実を図ります。
 

●―高齢者が無理なく地域で活躍できる場と仕組みを構築していくため、いなしき大学な

どの生涯学習プログラムの更なる充実を図ります。  

●―公民館においては、各地区の公民館施設の連携を図るとともに、各々の施設や地域性

など特色を活かした講座の充実に努めます。  

●―生涯学習活動の更なる活性化を図るため、様々な分野において優れた技能を持つ人材

の発掘に努め、登録制の生涯学習人材バンク（リーダーバンク）を効果的に活用し、

生涯学習のメニュー拡大を目指します。  

 

２．市民の生涯学習活動の支援 【30302】 

●―市民が自主的に取り組む生涯学習活動に対して、積極的な育成・支援を図ります。
 

●－市民講師型講座「いなしき・るーむ」を推進し.、生涯学習・スポーツとの連携充実を

図ります。  
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３．公民館施設の設備充実と利用度向上 【30303】 

●―ＩＴ環境の充実や地域交流の場、小中学生の居場所、中高生の自習スペースとしての

活用など、新たなニーズに対応した設備の充実を検討します。
 

●―利用者ニーズを踏まえ、施設や講座の予約システムの導入を検討するなど、公民館を

利用しやすい環境づくりに努めます。 

●―指定管理者制度＊の導入など、各地区の公民館施設への民間活力の活用について検討

します。 

 

４．図書館サービスの充実 【30304】 

●―利用者のニーズを把握し、広範囲なリクエストにも迅速に対応できるよう努めるとと

もに、幼児から高齢者まで、各年代層に対応した蔵書整備を進めます。  

●―市民が利用しやすい図書の貸出しを実施するため、再編も視野に入れつつ、市立図書

館と３地区の公民館図書室における総合的な図書館ネットワークの効率的な運用を行

います。さらに、市内小中学校との連携を図るため、既存のシステムを利用したネッ

トワークの構築を検討します。  

●―県や各大学などの研究機関、周辺市町村の図書館などとの相互貸借やインターネット

による図書の予約システムを運用し、広範囲な市民ニーズに対応できる図書館を目指

します。  

●―施設設備については、適切な維持管理を行うとともに、ＩＴ利用環境など、新しいメ

ディアに対応した館内設備の整備と併せて視聴覚ソフトの充実を図り、市民の多様な

ニーズに対応します。 

●―市民のボランティア活動の場など、だれもが気がねなく図書館を利用できるよう、開

かれた図書館づくりを目指します。 

●―各種行事の開催により利用者の拡充を図るとともに、広報紙・ホームページ・ブログ＊

などを活用し、普段図書館を利用していない市民へのＰＲに努めます。 
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４．スポーツの振興                   
■ 現況と課題     

◇スポーツは、人生をより豊かにし、心身両面にわたる健康の保持と増進に資するもので、人々

が生涯にわたってスポーツに親しむことは非常に大切なことです。特に高齢化の進展や生活

利便性の向上による体力の低下が懸念される今日においては、その意義はますます大きくな

りつつあります。 

◇ このような状況の中、文部科学省では「スポーツ振興基本計画」を策定し、市町村における

地域スポーツクラブの設立・充実や、我が国の国際競技力の総合的な向上、生涯スポーツ・

競技スポーツと学校体育との連携推進などの施策を位置づけています。 

◇本市においても、平成 18 年新利根地区に「ラ

イフスポーツクラブ新利根」が誕生していま

す。今後は、総合型地域スポーツクラブ＊の充

実を目指すとともに、各地区の体育館を生涯

スポーツの拠点として、地区体育推進委員会

を中心に地域に根ざしたスポーツ活動の場を

提供するなど、スポーツの日常化を推進して

いく必要があります。 

◇平成 23 年６月、国会において、スポーツの推

進のために、議員立法による「スポーツ基本

法」が成立し、スポーツに関し基本理念を定

め、国及び地方公共団体の責務並びにスポー

ツ団体の努力等を明らかにするとともにスポ

ーツに関する施策の基本となる事項を定めて

います。 

◇市民のスポーツ活動の場となる本市のスポー

ツ施設は、４地区の総合運動公園内に 17 施設

とそのほかに３施設がありますが、老朽化し

た施設もあり、市民が安心してスポーツを楽

しむためには、計画的な維持・補修を進めて

いく必要があります。 

 

 

 

前期基本計画の取り組みの成果と課題 

・生涯スポーツについては、全市的なスポーツイベントとしてスポーツフェスティバルの開催、各種スポー 
ツ大会を開催してきました。また、各種スポーツ教室の開催にあたっては、市民の年齢、技能、体力などの
状態に応じた教室とし、スポーツへの関心、興味を高める機会を作りました。さらに平成 18 年新利根地区
に総合型地域スポーツクラブとして「ライフスポーツクラブ新利根」が誕生しました。その他の地区におい
ては、地区体育推進委員会を中心にスポーツ活動を展開しています。今後は、「稲敷市スポーツ推進計画」
の見直しを図り総合的なスポーツ振興を図っていく必要があります。 

・スポーツ施設については、市民の生涯スポーツの拠点として総合運動公園などが整備されています。今後 
は、施設の利用度向上を図るとともに、老朽化施設の対応等を含め、適正な管理運営を図る必要があります。 
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■ 取り組みの方針     

 

５年後に向けて取り組むこと（目標像） 

市民が気軽にスポーツ活動、健康づくりに取り組めるよう地域ぐるみのスポーツ振興を図ります。また、

市民がスポーツにふれるきっかけづくりとして全市的なスポーツフェスティバルや各種スポーツ大会を

開催するとともに、多様なスポーツ教室などの開催や指導者の育成に努めます。 

施設については、体育施設の適正な維持管理を進めるとともに、学校体育施設など公共施設の有効活用

に努めます。 

また、施設利用の利便性の向上を図るための予約システムの構築や各種情報の発信など広報・啓発活動

に努めます。 

 

指標値 指標の考え方 現況値 
（平成22年度） 

将来値 
（平成28年度） 

スポーツフェスティバ

ルの参加者数 

生涯スポーツ・レクリエーションを推進し、全市的なスポ

ーツ・フェスティバルの参加増を目標とする。  
1,209 人  1,500 人 

体育協会に加盟してい

る人数 
体育協会に加入している市民の数の増加を目標とする。  1,545 人 

(平成 23 年) 
  2,000 人 

スポーツ施設などの利

用者数 

 

市のスポーツ施設の更なる利用促進を目指し、年間利用

者 25 万人を目標とする。 
215,931人 
(平成 20 年) 250,000人 

 

■ 後期基本計画の取り組みの方向性     

１．生涯スポーツ・レクリエ－ションの推進 【30401】 

●―本市のスポーツの実態を踏まえ、総合的なスポーツ振興を図るため、「稲敷市スポーツ

推進計画」を見直します。 

●―４つの総合運動公園を拠点として、各地区の特色を活かしながら、地域ぐるみのスポ

ーツ振興を図ります。また、その運営にあたっては、稲敷市各地区の地区体育推進委

員会を中心に、地域における自主運営クラブを目指します。  

●―市民が気軽に生涯スポーツを楽しむことができるよう、幅広い世代に対応したニュー

スポーツの普及に努めながら、各種スポーツ教室やスポーツ研修会などを実施します。 

●―市内で活動するスポーツ団体の支援と活動の場の提供に努めます。 

●―市民のスポーツへの取り組みをサポートするスポーツ推進委員などスポーツ指導者の

養成・確保を積極的に進めます。 

●―市民だれもが楽しく参加できるようスポーツ・フェスティバルをさらに充実させると

ともに、日頃の活動成果を活かす機会として、各種スポーツ大会を開催します。 

●―茨城ゴールデンゴールズと連携しスポーツの振興・交流・啓発活動を実施するととも

に、市外住民とのスポーツを通した交流活動を推進することにより、市のＰＲと地域

間交流を積極的に推進します。 

●―子どもたちに様々なスポーツの機会を与えるとともに、生涯スポーツと学校体育の連

携に努めます。  
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 2．生涯スポーツ施設の整備及び維持管理 【30402】 

●―市民の生涯スポーツの拠点となる総合運動公園の整備などとともに、市民が安全にス

ポーツを楽しめるよう、既存の体育施設の維持管理に努めます。  

●―既存の施設や新たな施設については、市民の利用形態や管理運営コストなどを十分勘

案し、利用しやすく管理しやすい施設整備を推進するとともに、管理運営の方法につ

いて多角的な検討を進めます。  

●―スポーツ活動の活発化に伴い、休祭日や夜間などにおいて施設の不足が予測されるた

め、学校体育施設などの公共施設を有効に活用します。  

 

 ３．利用度向上と広報・啓発活動 【30403】 

●―施設の空き状況をホームページ上で公開することについて検討し、利用者の利便性向

上と施設の利用率向上を図ります。 

●―市民の多様なスポーツニーズに対応するため、広報紙やホームページ、各種情報コー

ナーなどを活用したスポーツ情報の拡充に努めます。 

●―利用者の子どもを一時的に預かるサービスを実施するなど、だれもが利用しやすい環

境づくりに努めます。 

▲茨城ゴールデンゴールズ 

▲子どもスポーツ大会 
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５．歴史・文化                     
■ 現況と課題     

◆文化・芸術活動 

◇市民が稲敷市を「ふるさと」として誇りを持って認識し、次世代を担う子どもたちが「稲敷

文化」を後世に引き継いでいけるよう、旧来からの地域文化を継承しつつ、市民が一体とな

って新たな「稲敷文化」を創造しなければなりません。そのためには、市民自らが積極的に、

今後の本市のまちづくりや地域づくり、地域文化の創造に携わっていく必要があります。 

◇本市の文化・芸術活動については、稲敷市文化協会に加盟している団体が 173 団体あり、地

域文化の担い手として活動しています。これら団体の発表の場として、文化祭における写真

展・絵画展などを開催しており、市民が芸術に親しむ機会として提供しています。今後は、

これまで培ってきた地域文化を継承し、市民自らの手で稲敷文化を創造していくことが求め

られています。 

◆歴史・文化の継承、文化財保護 

◇本市には、郷土の文化振興を目的とした歴史民俗資料館があり、本市の博物館的機能を担っ

ていますが、バランスの良い郷土資料の収集・整理、資料のデータベース化などの課題があ

ります。今後は、地域バランスを解消するとともに、市民の生涯学習意欲の高まりや児童生

徒の総合学習に対するニーズの高まりに対応できるよう、一層の充実を検討していく必要が

あります。 

◇文化財について、本市には国・県・市の指定文化財が 84 件あり、県内でも有数の指定文化財

が存在していますが、それらの維持・保護の状態は必ずしも十分とは言えず、今後の課題と

なっています。また、文化財に関する事務においても、県から市町村に権限委譲が進められ

ており、市の役割はますます大きくなっています。 

前期基本計画の取り組みの成果と課題 

・稲敷市の芸術・文化活動については、稲敷市文化祭を開催、約 16,000 人の市民が伝統文化や伝統芸能等と
のふれあいの場を持てるよう努めました。また、稲敷市文化協会を運営することにより、個々の文化活動を
振興し、市民文化の発展・向上を目指すとともに、加盟文化団体の強化・発展と相互の連絡融和を図り、質
の高い様々な文化発信の場の機会を充実させてきました。さらにリーダーバンク登録を促進するとともに、
それらの情報を広報とホームページで公開し団体などに紹介しました。「いなしき・るーむ」は講師が希望
した公民館などを会場に開催してきました。今後も、市民の様々な文化活動の支援、本物の文化・芸術に触
れる機会の拡大、文化活動団体の交流促進を図っていく必要があります。 

・稲敷市の歴史・文化の継承については、資料館の展示物を全市的な内容に変更するとともに、企画展の開催、 
古文書講座、星空観望会、土器作り教室、標本作り教室等を開催しました。また、郷土資料調査委員会＊に
おいて、桜川地区、新利根地区での仏像・寺院悉皆調査＊を実施し、報告書にまとめました。今後も郷土資
料館を中心に稲敷の歴史・文化の継承に努めていく必要があります。 

・文化財の保護については、埋蔵文化財の保護に関する事務を推進するとともに、仏像など文化財の調査を推
進してきました。今後も引き続き保護に努めるとともに市民に広く周知していく必要があります。 

■国指定等文化財 
指定 選択 登録 

建造物 史跡 無形民俗 建造物 

2 1 1 １ 

■県指定文化財 
建造物 工芸品 彫刻 絵画 書跡 史跡 有形民俗 

4 2 5 1 1 2 1 

■市指定文化財 
彫刻 工芸 古文書 考古資料 歴史資料 建造物 絵画 史跡 天然記念物 無形民俗 

26 4 7 2 2 5 5 7 1 5 

資料：生涯学習課
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■ 取り組みの方針     

 

５年後に向けて取り組むこと（目標像） 

後世に誇れる地域文化の創造と市民共通のふるさと意識の醸成を目指し、市民がひとつになった「稲敷

文化」の創造を目指します。そのため、市民がいつでも質の高い文化に触れる機会の創出、市民の芸術・

文化活動の支援、市民が一体となって主体的に参加できるイベントを開催します。 

歴史民俗資料館を核として本市の歴史と文化を未来に継承するため、郷土資料の展示や資料の収集・調

査、市民の学習支援の充実を図るとともに、公共事業及び民間の開発事業における埋蔵文化財確認の適正

化を図るなど、歴史的に重要な文化財の適切な保護に努めます。 

 

指標値 指標の考え方 現況値 
（平成22年度） 

将来値 
（平成28年度） 

文化団体数 
本市の芸術・文化活動の発展を目指し、市内で文化活動を

行う団体の団体数増を目標とする。 
173 団体 180 団体 

学習機会開催支援件数 

（市民活動への支援） 
市民の自由な発想による学習機会の開催支援を目標とする。 40 件 50 件 

郷土資料のデータベース化 
市民が郷土の歴史情報をいつでも活用できる環境整備を

図るため、郷土資料のデータベース化を目標とする。 
― 導入 

文化財指定数 
本市の文化・歴史の象徴として、文化財の指定について全

分野の指定を目標とする。 
84 件 90 件 

 

■ 後期基本計画の取り組みの方向性     

１．芸術・文化活動の支援と啓発 【30501】 

●―市民が地域の中で質の高い芸術・文化に触れる機会を創出するため、コンサートや演

劇、講演会など様々な文化事業を展開します。 

●―市民が日頃の成果を発表したり、気軽に鑑賞したりする機会を創出するため、文化祭

や各種作品展・発表会などを充実させ、市民の文化活動を支援します。また、幅広い

ジャンルでコンクールなどの開催も検討します。 

●―市内で活動する文化団体の支援と活動の場の提供に努めます。 

 

２．稲敷の歴史・文化の継承 【30502】 

●―多くの市民が「ふるさと」の歴史や文化に学び、親しむことにより、稲敷文化への誇

りを醸成できるよう、歴史民俗資料館において本市の歴史と文化の全体像がわかる、

地域性豊かで質の高い展示を目指します。 

●―郷土資料の収集に努め、市民ニーズの高い企画展示や、見学会を実施するとともに、

講座、講演会、資料の調査研究活動を行います。 

●―市民が自由な発想で「稲敷文化」を創造できるよう学習会開催を支援します。 

●―収集・蓄積された郷土資料のデータベース化により、レファレンス業務＊の強化を図

るとともに、案内書、解説書、パンフレットなどの充実に努めます。また、郷土資料

調査委員による、調査・研究の成果を広報紙に連載し市民に広く紹介します。 

●―次世代を担い稲敷文化の継承者となる子どもたちに、稲敷市民としての誇りやかけが

えのない故郷を継承していくため、伝統芸能の保存活動などに努めます。 
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３．文化財保護の推進 【30503】 

●―土地利用の転換にあたっては、埋蔵文化財の有無の照会業務など文化財保護にかかる

事務を円滑に推進するため、組織体制の強化を検討します。 

●―指定文化財（84 件）・周知遺跡（365 件）の巡視の実施により、現状の把握に努めると

ともに、保存のための対策や所有者などへの指導を図ります。 

●―市内の未指定文化財に対する調査の実施と指定物件の抽出や指定に努めるとともに、

指定文化財や史跡などへの補助を検討します。 

●―本市の歴史・文化を市内外に情報発信していくため、史跡めぐり、文化財セミナーな

どを実施するとともに、稲敷市全域の文化財マップ、解説冊子の作成、市の公共サイ

ン計画＊と併せた文化財案内板・説明板の設置を図ります。 

 

▲稲敷市文化祭 

▲逢善寺 



基本計画 
稲敷市総合計画 
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6．青少年健全育成                   
■ 現況と課題     

◇社会経済情勢の変化や都市化に伴い、家庭や地域の環境も変化しており、その連帯感の低下

が問題になっています。地域社会を維持・形成していく中で、青少年が積極的に社会活動に

参加し自立心や協調性、社会性などを養うことが極めて重要です。また、青少年が健全に育

つことができる環境を地域ぐるみで守っていくために、地域の環境浄化や、ＩＴ化の進展に

伴う様々なトラブルへの積極的な対応を図っていくことも重要です。 

◇内閣府では、このような課題に対応するため、平成 22 年に「子ども若者ビジョン」を策定し

ています。市町村においては、これらの動向を踏まえながら、青少年の健全育成に取り組ん

でいくことが求められています。 

◇そのため、本市においても各種団体の活動はもとより家庭や地域における青少年の育成運動

を積極的に推進していく必要があります。また、青少年健全育成運動の活発な展開を図るた

めには、市内の青少年健全育成市民会議の支部組織などを確立・強化するとともに、家庭・

地域・行政が効果的に連携していく必要があります。 

◇一方、現在の若者を取り巻く就労環境は非正規雇用の拡大など大きく変化しており、将来に

不安を持つ若者が増えている状況です。このような社会情勢の中でやがて職業をもち次世代

の親となるべき若者が将来の夢を実現していくためには、子どもの頃から健全な職業観や親

となるべき自覚の醸成を図るなどの支援が必要となっています。 

 

 

前期基本計画の取り組みの成果と課題 

・青少年対策については、市内の小中学校において、総合的な学習の時間や教科教育と学校行事とを適切に 
組み合わせ、自然や文化とのふれあい、異年齢、異世代、地域とのふれあい交流などの体験活動を、教育活
動の一環として計画的に取り組みました。 

・学校のグランドや体育館、余裕教室、近隣施設等に安全な環境の中で安心して活動できる子どもたちの居場 
所(活動拠点)を設け、放課後におけるスポーツや文化活動などの様々な体験活動、地域住民との交流活動等
を実施しました。 

・青少年健全育成を目的とした広報紙の発行のほか、啓発活動、青少年の身近な場所における環境浄化を図る
ため、違法看板の撤去や立入検査の実施を行いました。青少年育成稲敷市民会議の活動と連携して、小学生・
中学生・高校生を対象に、青少年主張大会を実施しています。また、講演会・各種大会・清掃活動を実施し
ました。今後も引き続き地域ぐるみの青少年健全育成を推進していく必要があります。 

・若者の自立支援については、支援を必要とする子供や保護者を対象として青少年相談員＊が相談会を実施し
てきました。今後も国・県の関係機関と連携しながら、相談事業の充実や啓発事業を推進していく必要があ
ります。 
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■ 取り組みの方針     

 

５年後に向けて取り組むこと（目標像） 

本市の未来を担う将来への夢にあふれた青少年の健全育成を目指し、青少年が育つ家庭、学校、行政、

地域が手をつなぎ、協力体制をつくりながら、大人と青少年とが参加する地域ぐるみの取り組みや青少年

の居場所づくり・良好な環境づくりを進めます。また、相談事業や啓発事業などニート・フリーター防止

対策により若者の自立支援を支援します。 

 

指標値 指標の考え方 現況値 
（平成22年度） 

将来値 
（平成28年度） 

青少年育成稲敷市民会 

議会員数 
青少年の健全育成に寄与する者を会員とする市民会議に

おいて、全世帯の加入を目標とする。  
10,293世帯 全世帯 

青少年相談員＊数 
青少年健全育成全般の推進を図るため、市より委嘱して組

織する青少年相談員＊の増員を目標とする。  
18 人 35 人 

青少年健全育成に対す

る市民の満足度 

次代を担う青少年が家庭・地域の中で健全に育っていると

思っている人の割合の増加を目標とする。 
58.2％ 65.0％ 

 

■ 後期基本計画の取り組みの方向性     

１．青少年対策の充実 【30601】 

●―地域全体で青少年の健全育成を推進していくため、青少年育成稲敷市民会議の活動の

充実を図るとともに、青少年健全育成関係団体の自主的運営を促進します。  

●―青少年と地域社会とのかかわりを深めるため、異世代交流やお祭り・イベントへのス

タッフとしての参加など地域におけるボランティア・ＮＰＯ＊活動への参加促進を支

援する仕組みづくりを進めます。  

●―子ども会やスポーツ少年団などの健全な地域青少年団体・グループの育成を図り、公

共施設などを活用した居場所づくりを進めます。  

●―青少年育成稲敷市民会議による青少年主張大会の開催支援と啓発・普及に努めるとと

もに、青少年相談員＊による相談会の実施、有害図書や違法看板の撤去、映画会の実

施、自動販売機の規制など環境浄化活動の促進に努めます。  

●―思春期における青少年が極端な暴力や性表現にさらされることのないよう、パソコン

や携帯電話などインターネットの有害サイトへのアクセス防止について、学校・家庭

との連携のもと徹底した啓発活動を行います。  

 

２．若者の自立支援の推進 【30602】 

●―青少年の引きこもりなどに対応していくため、国・県の関係機関との連携や事業の活

用を図っていくとともに、相談事業などの充実に努めます。 

●―青少年をニート＊・フリーター＊にしないための対策が大切であることから、中・高校

生やその親を対象とした職業についての啓発講座などを検討します。 

●―近年の雇用環境の多様化に伴いニート＊・フリーター＊となる青年層において、その期

間が長期化する傾向にあることから、ハローワークとの連携や、職能スキルアップの

ための支援を積極的に推進するなど、県と連携しながらニート＊・フリーター＊防止対

策に努めます。 




